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Ⅰ 点検評価にあたって 

 １ はじめに 

    半田病院改革プランは、平成 19 年 12 月に総務省において示された公

立病院改革ガイドラインを踏まえて平成 21年 2月に策定されたものであ

る。 

ガイドラインでは、地域において公立病院が果たすべき使命を明確に

したうえで、持続可能な経営を目指して経営効率化を果たすことを目的

としている。各自治体が策定するプランは、赤字体質から脱却を図る経

営改善策を 3 年、経営責任を明確化する経営形態の見直しや役割分担を

明確化する再編・統合は 5 年の目標年次が設けられているほか、病床利

用率が 70％に満たない病院の規模は、抜本的に見直していくことが求め

られる条件も付いている。 

    さらに、プランの実効を確実なものにするために、年 1 回以上は点検

評価することが義務付けられ、学識経験者等の参加する委員会等に諮問

して評価の客観性を確保することも求めている。 

    半田病院改革プランでは、この策定趣旨に沿って知多半島中央部の医

療を継続的かつ安定的に供給するために、半田病院が地域医療機関と連

携して役割分担を明確化し、民間医療機関では提供困難な高度医療を安

定的に提供していくという公的病院としての役割を果たす一方で、経費

節減など経営を効率化することで黒字体質に変えることを目的としてい

る。 

    その目的達成のため、具体的な柱として、1.経営指標などの数値目標

を設定したうえでの経営の効率化策の実施、2.病院間の機能重複を避け、

地域での役割を明確にするための統合・再編、3.経営者の責任と権限を

明確にするための経営形態の見直しとしている。 

    半田病院経営評価委員会は、半田病院改革プランの点検評価を行うた

め、平成 21 年 8 月から任期 3 年で発足したものであり、病院事業の現状

把握に始まり、具体的な経営改善の取り組み策の提言、点検評価を 12 回

にわたり実施してきた。別冊資料にある平成 23 年度の数値目標に対する

結果、具体的取り組み策の実施状況を参考に、点検評価を行ったので、

その結果を公表するものである。 
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 ２ 点検評価の方法 

    半田病院は、「地域に愛され信頼される病院づくり」を理念としている

が、これを実現するための 4 点の基本方針が半田病院としての果たすべ

き役割であり、運営の目的となる。この役割・目的達成のため、具体的

な手法をとりまとめたものが半田病院改革プランである。委員会では、

この基本方針に沿って運営がなされているかを主眼に、総括的に評価、

プランの数値目標や具体的取り組み策を点検した。 

 平成２３年度は半田病院改革プラン最終年度であるため、平成２３

年度の取り組み及び総合評価として平成２１～２３年においての取り

組みについても評価を行った。 

 

  【スケジュール】 

 

     

 

 

 

      

 

 

          

 

 

 

     

 

 

         

 

 

 

     

 

 

 

 

委員会で具体的取り組み策、活動の報告 

委員会での調整・総合的評価 

各委員の意見聴取・点検評価 

自己評価 ： 半田市立半田病院 

自己評価書作成 

点検評価書案作成 

点検評価書作成 

公   表 
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  【評価採点基準】 

４つの基本方針ごとに進捗度を目安に、各委員が下表の１０段階で評

価し、１２人の委員の評価点数の平均値により、委員会としての評価と

した。 

       委員評価基準 

目標達成度 評価 進捗度（％） 点数 

   Ａ+ 101～ 6.5 

 優秀レベル ＡＡＡＡ    95959595～～～～100100100100    6666    

   Ａ- 90～94 5.5 

   Ｂ+ 85～89 4.5 

 及第点レベル ＢＢＢＢ    75757575～～～～84848484    4444    

   Ｂ- 70～74 3.5 

   Ｃ+ 65～69 2.5 

 要努力レベル ＣＣＣＣ    55555555～～～～64646464    2222    

   Ｃ- 50～54 1.5 

 落第レベル ＤＤＤＤ    0～49 0000    

 

           委員会評価基準 

目標達成度 評価 全体評価（平均） 

   Ａ+ ａ ＝ 6.5 

 優秀レベル ＡＡＡＡ    5.5 ＜ ａ ＜ 6.5 

   Ａ- 5.0 ≦ ａ ≦ 5.5 

   Ｂ+ 4.5 ≦ ａ ＜ 5.0 

 及第点レベル ＢＢＢＢ    3.5 ＜ ａ ＜ 4.5 

   Ｂ- 3.0 ≦ ａ ≦ 3.5 

   Ｃ+ 2.5 ≦ ａ ＜ 3.0 

 要努力レベル ＣＣＣＣ    1.5 ＜ ａ ＜ 2.5 

   Ｃ- 1.0 ≦ ａ ≦ 1.5 

 落第レベル ＤＤＤＤ    ａ ＜ 1.0 
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Ⅱ 点検評価 

［１］平成 23 年度評価 

 

１ 半田病院の果たすべき役割 【総 括】 

半田病院改革プランの最終年度となる平成 23 年度においても、数多く

の取り組みを行っており、経営効率化によって期待以上の経営指標の改

善が達成できたことは、大きく評価できると考える。 

平成 21 年度からの心臓外科の休止状態は続いているが、循環器内科の

充実、11 月からのＩＣＵのフル稼働等、積極的に救急医療に取り組んで

いる。また、地域連携に着実に取り組み、基幹病院として地域完結型医

療のリーダーシップを発揮し、医療機関への訪問活動により、登録医制

度の周知・依頼を行い、紹介率・逆紹介率も高い数値を維持したことは、

地域住民の安心・安全の確保のため大変意義深く、その取り組みは大い

に評価できると考える。半田病院の役割を鑑み、4疾病 5事業への取り組

みにおいて、循環器、糖尿病への医療提供体制がさらに整備されること

を期待する。 

まとめとして、プラン実施３年目としては、及第点（Ｂ＋）であると

評価する。 

なお、以下の 4 点の果たすべき役割について、より具体的に評価・意

見を記載する。 

 

 

①地域の基幹病院として、救急医療・先進医療を含む、質の高い

急性期医療の提供に努める。【評価：及第点Ｂ 進捗度 75～84％】 

 

評価できる点 

○平成 23 年度 11 月には、ＩＣＵ22 床を看護師の配置などにも留意する

なかでフル稼働を開始させ、また、循環器内科を充実させたことによ

り、救急医療への貢献は格段に高くなった。 

○紹介・逆紹介率は目標とする地域医療支援病院承認の基準を満たすレ

ベルとなった。 

○平成23年度においての厚生労働省から公開されているＤＰＣ機能評価

係数Ⅱは高く評価されており、急性期医療に関しての取り組みについ

ては高い評価ができる。 
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評価できない点（今後期待したい点） 

●全国的な専門医の不足からやむを得ないとは思うが、心臓外科の再開

は実現できていない。4疾病（がん、心筋梗塞、糖尿病、脳卒中）への

対応については、循環器の高度医療の提供を進める必要がある。休止

状態は、知多半島医療圏の基幹病院としては解決すべき問題点として

あげられ、一層の努力を期待する。 

●看護師不足により、基準看護（７対１）の実現ができていない。 

 

 

②医療安全の徹底を図り、安全で安心な医療を提供する。 

【評価：及第点Ｂ＋ 進捗度 85～89％】 

 

評価できる点 

○東日本大震災の被災地へ職員を派遣し、現地でのヒアリングの結果な

どを踏まえ、災害対策の見直しにも着手し、外来待合椅子の簡易処置

ベッド化可能なソファベッドへの買い替えを始めとする取り組みを行

ったことは評価に値する。 

○ホスピタリィ・マナー研修（接遇研修）や若手医師研修等の実施によ

り、患者とのコミュニケーション能力を向上させ、安心できる医療の

実践を目指した。医療安全の講習については、地域を巻き込んだ取り

組みもあり、引き続きの実践が望まれる。 

○ホームページの更新、Facebook という新しい試みによる情報発信、医

療講演会の開催など、広報活動の充実を図った。 

○ドクタークラーク（医師事務補助員）が充実できたことは特筆に価す

る。院内保育での病児保育がスタートしたことも評価できる。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●いくつかの具体的な取り組みを実践しているが、医療安全に対する要

求レベルは高く、より一層の具体的な実践が、質・量ともに必要であ

る。 

●患者満足度調査に関しては、目標を下回っており、回収率の向上、満

足度の向上にさらなる取り組みを期待する。 

●病院内部で職員が頑張っている姿勢が、一般市民に見えてこないのが

残念に思われる。安全対策をもっとわかる形で情報提供することで、

広く認知されるようになれば、もっと高い評価につながる。 
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③地域完結型医療を目指し、地域の医療機関、介護施設等との密

接な連携を図るとともに、地域全体の医療の質向上に貢献する。   

【評価：優秀Ａ－ 進捗度 90～94％】 

 

評価できる点 

○地域完結型医療に関し、登録医制度を始め、訪問活動を実施し、周知・

登録の依頼を行うなど努力し、その結果として、紹介率・逆紹介率の向

上につながり、地域医療支援病院の承認に必要な数値となった取り組み

は大いに評価できる。 

○地域連携パスについても積極的に取り組み、特にがん連携パス 22 件の

実績は、がん拠点病院としての責務を果たしているものと考える。 

○常滑市民病院との医療連携協議会も具体的協議が行えるようになった。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●地域完結型医療の達成と現状（心臓外科の休止）とのギャップは依然

埋まっていない。来期以降の基本方針の見直しが必要と考える。 

●地域との医療連携は、全体的には確実に前進しているが、部分的には

内科の地域夜間診療が外的要因もあり実施に至っていないことや人材

不足の問題がある。 

●開院前の新常滑市民病院とのネットワーク化は千載一遇のチャンスで

あるが、薬品・材料の共同購入や電子カルテ等のシステム共有化は合

意できておらず、スピード感が求められる。 

 

④病院経営の健全化に努め、安定・継続的に医療サービスを提供

する。        【評価：及第点Ｂ＋ 進捗度 85～89％】 

 

評価できる点 

○薬品・材料の統一化や適正在庫の管理、ジェネリック医薬品の採用、

建物管理等業務委託の見直しを始め、病院経営の健全化のために、数

多くの取り組みを行い、実際に成果を上げてきた。収支実績では引き

続き計画値を上回る黒字が見込まれ改善の効果は発揮されている。 

○人材確保を最重要課題として位置付け、積極的な採用活動だけでなく、

研修プログラムの充実や医師事務補助員等の増員により、医師、看護

師の負担軽減を図り、給与改善策の実施、院内保育の充実等、職場環

境の改善に努めた。 
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評価できない点（今後期待したい点） 

●平成 23 年度については、研修医確保が定員割れとなった。また、看護

師確保にも努力はみられるが、早期の 7 対 1 看護体制の構築が望まれ

る。 

●取り組みに対するフォローアップに時間がかかり、成果が出るのが遅

れている案件もある。 

●未収金問題については、カード決済をもっと積極的に進めるべきであ

る。 

 

 

 ２ その他意見 

・職員一人ひとりが生き生きと働くことができるようお願いする。 

・半田常滑看護専門学校の特長を活かし、半田病院等で長く勤められる

看護師を育てることが望まれる。 

・災害医療への高い意識には、敬服する。 

・亜急性期以降の患者への対処についての考え方、対処方法を聞きたい。 

・看護師確保については、従来から努力がされているが、看護師の労働

環境整備の面からも多方面へ働きかけを行うなど、引き続き最善を尽

くしていただきたい。 

・評価にハロー効果が認められたので、基本方針ごと、項目ごとにバラ

ンスを取り、ハロー効果の影響を薄めることができるとよい。 

・経営評価委員として、見てもらいたいこと、参加してほしい会議など

の情報（院内会議、研修会、講習会等のスケジュール）がほしい。内

面のことから理解を図り、評価につなげたい。 

・極めて希ではあるが、お見舞いに訪れた際、ナースステーションの近

辺の整理が充分でないことがあるので、改善を要望する。 
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［２］総合評価（平成 21～23 年の取り組み） 

 

１ 半田病院の果たすべき役割 【総 括】 

半田病院の果たすべき役割は、公立病院であるがゆえに、民間医療機

関では提供できない高度・専門医療分野や採算性の取れない医療分野を、

継続的かつ安定的に提供することにある。しかしながら、公立病院であ

るとはいえ、健全な経営が基盤として確立していなければ、人材・設備

等の医療資源の充実化は実現できない。つまり、質の高い医療サービス

の提供を支える重要な要因として、病院経営の健全化があるといえる。 

改革プランの最終年度となる平成 23 年度においても、数多くの取り組

みを行っており、経営効率化によって期待以上の経営指標の改善が達成

できたことは、病院一丸となっての努力であり、大きく評価できると考

える。 

半田病院改革プランでは、4 つの基本方針に基づき、それぞれの改革ア

クションプランを実践してきた。その中で、改善内容だけでなく、スピ

ード面においても成果をあげてきたのが、病院経営の健全化への取り組

みである。それだけ、改善余地が大きかったとも考えられるが、改善対

象となった各部門の担当者を始め、推進役の管理部門メンバーや経営ト

ップが一体となって経営効率化に取り組み、一丸となって努力した結果

の表れである。この点は大いに評価できる。 

3 年間の地域基幹病院としての救急医療への積極的な取り組みを始め

とする地域医療ネットワーク化のリーダーシップも評価できるものと考

える。安全・安心の医療の提供、地域及び住民への情報発信も適切であ

った。医師･看護師の確保や負担軽減に努め、一定の成果は出ているもの

の、更なる高度医療の提供のためマンパワーの確保を望むものである 

まとめとして、改革プラン 3 年間の取り組みとしては、及第点（Ｂ+）

であると評価する。しかしながら、まだまだ改善余地は残っており、問

題の先送りや新たな課題も見えてきている。さらに、経営形態の見直し

という大きなテーマの結果次第では、多くの新しい取り組みが要望され

てくるものと思われる。 

なお、以下の 4 点の果たすべき役割について、より具体的に評価・意

見を記載する。 
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①地域の基幹病院として、救急医療・先進医療を含む、質の高い

急性期医療の提供に努める。【評価：及第点Ｂ 進捗度 75～84％】 

 

評価できる点 

○救命救急センター入院が常時可能となるＩＣＵ22 病床のフル稼働開始、

コンビニ受診防止の周知等による一次救急患者の軽減、放射線治療機

器の更新導入と心臓ＣＴの活用による高度専門医療体制の整備を始め

とし、救急医療、先進医療を含む急性期医療提供を着実に前進させて

いる。ほぼすべての重傷者についての受入が可能になりつつあること

を評価する。 

○地域連携室を中心に向上を図った紹介・逆紹介率は目標とする地域支

援病院承認の基準を満たすレベルとなった。 

○がん診療連携拠点病院について国の指定は受けられなかったが、愛知

県の指定病院となったことは、病院の努力の結果であり、今後に続く

ものと評価できる。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●心臓外科医不足による心臓外科の休止状態は 2 年以上続いており、名

古屋大学からの非常勤医師の週一度の診療及び循環器内科の充実で対

応しているが、中途半端な状態であり問題の先送りの感が否めない。

知多半島医療圏の基幹病院としては解決すべき問題点としてあげられ、

一層の努力を期待する。 

●基準看護（7 対 1）への移行に取り組んで入るが、看護師の採用及び離

職率の改善による増員は容易ではなく、実現ができていない。 

 

資料Ａ【機能評価係数Ⅱ上位病院】    H23. 3/17厚労省告示  

順位 病院名 都道府県 係 数 

 1 

 7 

13 

20 

23 

23 

済生会熊本病院 

名古屋第二赤十字病院 

安城更生病院 

小牧市民病院 

公立陶生病院 

半田市立半田病院 

熊本県 

愛知県 

〃 

〃 

〃 

〃 

0.0389 

0.0346 

0.0335 

0.0327 

0.0325 

0.0325 

※DPC 導入病院の「データ提出指数」「効率性指数」「複雑性指数」「カバー率指数」 

「救急医療係数」「地域医療指数」の 6項目から算出され、係数が大きいほど高度な医療

機能を有するとみなされるため、1日当りの診療報酬単価を高く請求することができる。 
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 資料Ｂ【医療機能の確保に係る指標】 

項      目 20 年度 

実績 

21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画値 

23 年度 

実績 

4疾病5事業に係る取扱件数 

がん    （件） 

脳卒中   （件） 

急性心筋梗塞（件） 

糖尿病   （件） 

救急医療  （件） 

災害医療  （件） 

周産期医療 （件） 

小児医療  （件） 

 

1,745 

545 

127 

145 

26,814 

1,005 

441 

21,800 

 

1,740 

691 

99 

187 

28,772 

970 

445 

21,101 

 

1,626 

644 

66 

163 

25,273 

930 

464 

18,725 

 

1,650 

580 

160 

200 

29,000 

1,500 

480 

20,000 

 

1,741 

601 

99 

145 

25,806 

965 

474 

18,599 

 

資料Ｃ【診療内容に係る数値】 

項      目 20 年度 

実績 

21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画値 

23 年度 

実績 

手術件数    （件） 

抗がん剤調整件数（件） 

入院延患者数  （人） 

平均在院日数  （日） 

入院診療単価  （円） 

外来延患者数  （人） 

外来診療単価  （円） 

3,625 

2,340 

159,810 

12.4 

45,842 

262,049 

10,170 

3,665 

5,391 

153,818 

11.7 

45,317 

259,986 

11,273 

3,587 

6,645 

157,735 

12.0 

44,504 

246,451 

11,700 

－ 

－ 

157,380 

12.0 

48,000 

244,000 

12,000 

3,602 

6,399 

160,153 

11.4 

46,427 

242,267 

11,901 

 

 

②医療安全の徹底を図り、安全で安心な医療を提供する。 

【評価：及第点Ｂ 進捗度 75～84％】 

 

評価できる点 

○災害、緊急時の対応として、新型インフルエンザや大震災を想定した

施設設備の点検、補充や訓練を行い、ハード・ソフト両面の対策を進

めた。 

○最終目標は未達成ではあるが薬剤師の病棟配置推進による薬剤管理の

向上、ピッキングマシンによる調剤の導入による医師・看護師の負担
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軽減や調剤ミスの防止、指名制の医療安全・感染予防研修やワクチン

プログラムの開始など医療安全確保に向けた積極的な取り組みは評価

できる。 

○ホスピタリィ・マナー研修（接遇研修）や若手医師研修等の実施によ

り、患者とのコミュニケーション能力を向上させ、安心できる医療の

実践を目指した。 

○小学校での「いのちの教育」や医療相談会を始めとする社会貢献活動

（ＣＳＲ）の実施やホームページ更新など地域への情報発信も適切で

ある。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●いくつかの具体的な取り組みを実践しているが、医療安全に対する要

求レベルは高く、より一層の具体的な実践が、質・量ともに必要であ

る。 

●当院は公共病院として、命の大切さ、健康のありがたさを市民に浸透

させる立場にあるため、更なる啓蒙活動が期待される。 

●「問題発生報告書」の内容分析を十分に進め、再発防止のノウハウを

蓄積する必要がある。 

●病院内部で職員が頑張っている姿勢が、一般市民に見えてこないのが

残念に思われる。安全対策をもっとわかる形で情報提供することで、

広く認知されるようになれば、もっと高い評価につながる。 

 

資料Ｄ【問題発生報告書（ヒヤリ・ハット） 報告件数】 

項      目 20 年度 

実績値 

21 年度 

実績値 

22 年度 

実績値 

23 年度 

実績値 

問題発生報告書  （件） 2,025 2,085 1,883 2,223 

注 問題発生報告書（ヒヤリ・ハット）は、重大な事故には至らないものの、

直結してもおかしくない一歩手前の事例の発見を報告するもので、その

報告件数は安全に対する職員の意識の高さを示す。 

 

資料Ｅ【医療安全管理・感染予防研修会〈～21 は講習会〉】 

項      目 20 年度 

実績値 

21 年度 

実績値 

22 年度 

実績値 

23 年度 

実績値 

年間開催回数   （回） 

延べ参加職員人数 （人） 

11 

1,157 

11 

1,076 

11 

573 

12 

645 
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③地域完結型医療を目指し、地域の医療機関、介護施設等との密

接な連携を図るとともに、地域全体の医療の質向上に貢献する。 

           【評価：優秀Ａ－ 進捗度 90～94％】 

 

評価できる点 

○急性期病院として地域の医療機関との連携が不可欠であるが、その取り

組みとして、登録医制度の構築を図り地域基盤を充実させ、紹介率・逆

紹介率の大幅な向上を図っており、地域医療連携は進んでいると判断で

きる 

○地域完結型医療のリーダーとして、基幹病院の役割を果たし、ネット

ワーク化が図られたものと考える。 

○介護施設との連携やシームレスケア連携会の開催を行い、参加職種の

拡大を図っている。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●地域完結型医療の達成と現状（心臓外科の休止）とのギャップは依然

埋まっていない。来期以降の基本方針の見直しが必要と考える。 

●地域との医療連携は、全体的には確実に前進しているが、部分的には

内科の地域夜間診療が外的要因もあり実施に至っていないことや人材

不足の問題がある。 

●開院前の新常滑市民病院とのネットワーク化は千載一遇のチャンスで

あるが、薬品・材料の共同購入や電子カルテ等のシステム共有化は合

意できておらず、スピード感が求められる。 

●市立の病院なのに、気軽にかかれない、入院してもすぐ転院させられ

るなどの声も一部にはあり、更なるＰＲの必要がある。 

 

資料Ｆ【地域連携にかかる数値】 

項    目 20 年度 

実績値 

21 年度 

実績値 

22 年度 

実績値 

23 年度 

実績値 

文書による紹介患者数 （人） 

紹介率 （％） 

文書による逆紹介患者数（人） 

逆紹介率（％） 

3,658 

36.2 

6,475 

42.2 

4,214 

34.6 

6,293 

40.5 

4,221 

42.2 

7,193 

※26.8 

5,197 

63.2 

9,509 

46.5 

※ 地域医療支援病院方式による算定に変更した 
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資料Ｇ【各市町別受入患者割合】 

入院患者割合 外来患者割合 

市  町  名 

21年度 22 年度 23 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

半田市  （％） 

阿久比町 （％） 

武豊町  （％） 

東浦町  （％） 

常滑市  （％） 

美浜町  （％） 

南知多町 （％） 

東海市  （％） 

知多市  （％） 

大府市  （％） 

碧南市  （％） 

その他  （％） 

53.5 

9.5 

11.7 

2.6 

6.5 

2.9 

2.9 

1.9 

4.7 

0.5 

0.6 

2.7 

52.1 

9.8 

12.8 

3.1 

7.6 

2.7 

2.7 

1.5 

4.9 

0.1 

0.5 

2.2 

53.8 

9.7 

12.4 

2.8 

7.1 

2.8 

2.6 

1.8 

4.5 

0.2 

0.3 

2.0 

55.6 

8.9 

12.8 

2.9 

6.0 

2.9 

2.5 

1.4 

4.0 

0.3 

0.6 

2.1 

53.9 

9.3 

13.1 

2.8 

6.7 

3.0 

2.5 

1.4 

4.3 

0.3 

0.6 

2.1 

53.6 

9.2 

13.4 

2.5 

7.2 

3.1 

2.5 

1.3 

4.4 

0.3 

0.5 

2.0 

  

 

 

④病院経営の健全化に努め、安定・継続的に医療サービスを提供

する。        【評価：及第点Ａ－ 進捗度 90～94％】 

 

評価できる点 

○医療サービスの向上は、優秀な人材確保にかかっており、当院でも人

材確保を最重要課題として位置付けている。そのため、積極的な採用

活動だけでなく、研修プログラムの充実化や事務補助員の増員により、

医師・看護師の負担軽減を図り、職場環境の改善を図った。 

○薬品・材料の統一化や適正在庫の管理、ジェネリック医薬品の採用、

建物管理等業務委託の見直し、診療報酬請求業務のスキルアップ対策、

未収金対策や不用資産の売却・活用等、数多くの取り組みを行い、実

際に成果を上げてきている。 

○経営指標である収支実績では、平成 21 年度より大幅な改善が見られ、

財務内容も健全化が進んでおり、累積欠損金も確実に減少している。

また、いち早く退職給付負債の認識（オンバランス化）を実現させ、

経営実態のディスクローズに前向きである。 
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○総合医療情報システム（電子カルテ等）を導入し、安定稼動を実現し

ており、電子データのネットワーク化、共有化により、医師・看護師

の負担軽減が図れている。 

○3 年間を振返ると、初年度に経営健全化に対応する様々な種をまき、2

年目に積極的に取り組みを実践して軌道に載せ、最終年度は収穫期と

してその成果を刈り取るという流れできたが、案件によっては少々詰

めが甘く、成果の刈り取りが翌年度以降に繰り越されたものもある。

その点は反省材料ではあるが、概して経営健全化への取り組みは、質・

量的にも積極的に展開され、十分に評価できる。 

○病院の将来についても真剣に考え取り組んでいる。 

 

評価できない点（今後期待したい点） 

●一定の成果はあげることができたが、まだまだ人材は不足しており、

研修医・看護師の確保について引き続き改善が必要と考える 

●経営及び病院機能（高度急性期）を鑑み、早期の 7 対 1 看護体制の構

築が望まれる。 

 

資料Ｈ【経営改善・安定にかかる指標】 

項      目 20 年度 

実績 

21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画値 

23 年度 

実績 

経常収支比率 （％） 

医業収支比率 （％） 

病床利用率  （％） 

職員給与費対 

医業収益比率（％） 

材料費対 

医業収益比率（％） 

経常利益額 （千円） 

純資産額  （千円） 

現金保有残高（千円） 

100.1 

97.9 

87.6 

 

49.6 

 

30.8 

6,382 

10,413,119 

299,996 

102.5 

99.9 

84.3 

 

50.9 

 

27.2 

272,683 

10,817,434 

432,630 

104.0 

100.8 

86.6 

 

52.1 

 

23.7 

425,147 

10,361,866 

287,173 

104.8 

102.3 

86.2 

 

50.4 

 

25.7 

388,545 

10,411,261 

570,415 

104.8 

102.3 

87.7 

 

50.8 

 

23.3 

522,416 

10,429,322 

933,891 
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 ２ その他意見 

・近年、公会計基準は、明らかに企業会計基準に近づいてきており、当

院でも以前より積極的に企業会計の考え方を取り込んでいる。今後は

まだ未採用である、不良債権（未収金）に対する貸倒引当金の計上を

目指してほしいと思う。 

・市が進めている健診、医師会の健診、人間ドックと半田病院との一貫

性を図るとよい。特にがんの疑い、循環器の重大な問題など、まず半

田病院で診断し、結果によって開業医に紹介するなど、よい連携を考

えるとよい。もしすでにやっているのであればＰＲをお願いしたい。 

・病院が抱える問題点、改善が必要なことなどを率直に伺い、次のステ

ップにつなげていきたい。 

・今、半田病院を利用している人だけではなく、もっと多くの人に半田

病院の取り組みや計画などをもっと幅広く知ってもらい、半田病院は

いい病院だという声が普段の生活からもあがってくれるよう、更なる

ステップを上がっていけるとよいと思う。 

・現在は無理かもしれないが、6人部屋での入院治療はかなり辛いものが

ある。今後可能であれば 4 人部屋等にしていただきたい。個室を増や

してほしい。 

・病院の将来計画の検討が開始されたようだが、今まで半田病院が培っ

てきたノウハウを生かし、外部専門家の協力を得て、施設設備計画、

労務管理計画、収益計画、貸借対照計画が融合する構想が実現される

ことが望まれる。 

・災害医療への高い意識が病院として共有されており、すばらしいこと

と感じる。地域に密着された愛される病院としての発展を望む。 

・職員の意欲的な取り組みは評価する。しかし、ずい分よくなってはい

るが、挨拶など未だ未だ充分な対応ができていない人も時々見受ける。

そういった意識改革も、更に進めていただきたい。 
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◆経営形態の見直しについて    ～半田病院経営評価委員会の結論～  

 

＜見直しの経緯＞  

平成 20 年度策定の病院改革プランの方向性として、「公立病院の使命を果

たした上で経営改善を図ることができる経営形態の見直しとして、地方公営企

業法全部適用導入について検討を行う。」として平成２２年度末までに結論を

とりまとめるとしている。 

これまで評価委員会では全適のメリット、問題点について協議、県内病院の

動向や視察結果の報告を受けてきた。県内公立病院では全適に移行した病院も

いくつかみられるが、全適の検討のみならず、その先にある独立行政法人化も

視野に入れて検討した結果、以下のとおり意見をとりまとめたい。半田市とし

てもこの意見を尊重して今後の見直しについて協議を続けていく。 

 

＜経営評価委員会の意見について＞ 

平成２１年度の委員会発足から、半田病院の経営状況や経営改善の具体的取

組み策について報告を受ける中、さまざまな経営形態の特徴やそのメリットに

ついて協議してきた。しかし病院改革プランを推進していく中、現行の一部適

用で運営形態上の障害やデメリットはみられなかった。専門の事業管理責任者

が給与、人事面にまで及ぶ経営手腕をふるうことで、より機動性や企業性を高

められる特徴も、現行の市長と院長との関係からは大きなメリットとはなって

いない。経営効率化との観点からは、余計な事務がかさむだけとの意見もあり、

まずは現行のままでも推進できる改善具体策について取り組み、経営の黒字体

質化を図ることを優先させるべきである。 

しかしながら、管理責任者を置ける全適化、そして機動性や個性をより発揮

できる独法化は、病院の発展のためには必要な見直しであると考える。病院が

その必要性を感じていないように、当面はこのままの体制で適切と考えている

が、取り組み策が一段落ついて黒字体質化となった時点の近い将来、例えば病

院の移転新築時、首長や院長交代時など、大きな転機を迎える前には、もう一

度経営形態の見直しについて真摯に考えるべきである。より機動性の高い独立

法人化を念頭に置き、まずは全適に移行することを要望する。特に独立法人化

については、職員の身分について大きな転換を強いられることになるが、業績

に応じた給与体系への移行と前向きにとらえて取り組んでいくことが必要と

考える。 
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＜経営形態比較＞ 

 地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法    

（（（（一部適用一部適用一部適用一部適用））））    

地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法    

（（（（全部適用全部適用全部適用全部適用））））    

地方独立行政法人地方独立行政法人地方独立行政法人地方独立行政法人    

（（（（非公務員型非公務員型非公務員型非公務員型））））    

根拠法 地方公営企業法及び

地方自治法 

地方公営企業法 地方独立行政法人法 

経営形態 公設公営 公設公営 公設公営 

経営責任者 市長（不明確） 

※院長に権限が無く

経営責任を負わせる

のは困難 

 

事業管理者 

（市長が任命） 

※経営悪化の場合、罷

免もあり得る 

理事長 

（市長が任命） 

※経営悪化の場合、罷

免もあり得る 

予 算 

 

市長が作成、議決を要

する 

事業管理者が作成、議

決を要する 

法人が作成 

議決を要さない 

中期目標等 義務なし 義務なし 中期目標は法人が作

成し、議会の承認が要 

職員採用・体制に関す

る権限 

市長 事業管理者 理事長 

職員の身分 地方公務員 地方公務員 非公務員 

職員の給与 市職員と同様 経営状況を考慮して

決定 

任意設定 

一般会計からの繰入 総務省通知により負

担基準が明確 

総務省通知により負

担基準が明確 

行政的経費や不採算

経費について負担 

メリット 行政施策が反映しや

すい 

人事院勧告どおりの

給与管理が可能 

 

経営責任が明確 

機動性・迅速性の発揮 

自立性の拡大 

職員の経営意識向上、 

業績に応じた給与体

系の導入 

公共性は維持 

市長や議会の事前関

与が排除される 

年度に縛られない弾

力的な予算運用が可

能 

デメリット 経営責任が不明確 

職員の経営意識等の

欠如 

 

 

経営悪化時の給与減

少により職員の不安

増 

独自の会計システム

導入による負担増 

職員の身分の扱い 
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Ⅲ 資 料 

 

 １ 委員会の設置 

 

半田市立半田病院経営評価委員会設置要綱 

 

（設 置） 

第１条 半田市立半田病院（以下「半田病院」という。）の経営の健全性を確保

するために策定された半田市立半田病院改革プラン（以下「改革プラン」と

いう。）の客観的評価及び方策への提言を行うため、半田市立半田病院経営評

価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について評価及び検討を行う。 

 (1) 経営の効率化のための目標達成に向けた具体的な取組み状況に関する

こと。 

 (2) 収支計画に関すること。 

 (3) 地域医療確保への対応状況に関すること。 

 (4) 経営形態の見直しに関すること。 

 (5) その他改革プランに関し必要な事項 

（組 織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する委員及び市の職員の

中から市長が任命する委員をもって構成する。 

(1) 医療関係者 

 (2) 学識経験者 

 (3) 公認会計士 

 (4) 地区の代表者 

 (5) 市民団体の代表者 

 (6) 市内在住の２０歳以上の者であって、公募に応じたもの 

２ 委員の定数は、１２名以内とする。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、市長をもって充て、副会長は、委員の中から会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
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４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会 議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、

意見を聞くことができる。 

（会議の公開及び非公開） 

第７条 委員会の会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認める

場合は、非公開とすることができる。 

（庶 務） 

第８条 委員会の庶務は、半田病院事務局管理課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月１５日から施行する。 

２ 半田市立半田病院改革プラン策定会議設置要綱は、廃止する。 
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 ２ 委員会活動の経過 

日      時 内      容 

平成 21 年 8 月 4日（火） 第 1 回委員会 

内容：委嘱状伝達、半田病院改革プラン・半田病院の

現状説明 

平成 21 年 8 月 25日（火） 病院施設見学及び病院幹部職員との意見交換会 

内容：病棟、地域医療連携室、検査室、放射線施設を

視察見学 

   病院幹部会メンバーとの意見交換会 

平成 21 年 10 月 27日（火） 第 2 回委員会 

内容：経営の効率化策の具体的取り組み策について協

議 

再編・ネットワーク、運営形態の見直しについ

て先進事例を紹介 

平成 22 年 2 月 15日（月） 

 

 

第 3 回委員会 

内容：半田病院改革プランの評価方法 

平成 22 年度以降のプラン指標・数値の見直し 

平成 22 年 6 月 3日（木） 第 4 回委員会 

内容：平成 21 年度の点検評価調書のとりまとめ 

平成 22 年 9 月 2日（木） 第 5 回委員会 

内容：経営の効率化、再編・ネットワーク、運営形態

の見直しについて 

平成 22 年 12 月 2日（木） 第 6 回委員会 

内容：経営の効率化、再編・ネットワーク、経営形態

の見直しについて 

平成 23 年 2 月 9日（水） 第 7 回委員会 

内容：半田病院改革プランの評価方法、 

経営形態の見直しについて協議 

平成 23 年度の指標・数値の見直し 

平成 23 年 6 月 1日（水） 

 

第 8 回委員会 

内容：平成 22 年度の点検評価調書のとりまとめ 

平成 23 年 8 月 18日（木） 第 9 回委員会 

内容：経営の効率化、再編・ネットワークについて 

平成 23 年 11 月 22日（火） 第 10 回委員会 

内容：経営の効率化、再編・ネットワークについて 
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平成 24 年 2 月 10日（火） 第 11 回委員会 

内容：半田病院改革プランの評価方法について 

平成 24 年 6 月 8日（金） 

 

第 12 回委員会 

内容：平成 23 年度評価及び総合評価の点検評価調書

のとりまとめ 

※ 経営評価委員会の委員室を院長応接室に併設している。 

※ 院内講演会や会議の日程を公開、随時、傍聴を可能としている。 

 

 ３ 委員会委員名簿 

職 役   職 氏   名 任  期 

会長 半田市長 榊 原 純 夫 H21.8.4～ 

副会長 医療関係者（半田市医師会会長） 

林   義 久 

杉 田 市 朗 

H21.8.4～H22.3.31 

H22.4.1～ 

委員 医療関係者（海南病院長） 山 本 直 人 H21.8.4～ 

委員 学識経験者 篠 田 陽 史 H21.8.4～ 

委員 公認会計士 西 川   承 H21.8.4～ 

委員 地区代表者 瀬 尾 信 義 H21.8.4～ 

委員 市民団体代表者(レディース半田) 榊 原 弘 美 H21.8.4～ 

委員 市民（公募） 杉 本 貞 三 H21.8.4～ 

委員 市民（公募） 鈴 木 雅 貴 H21.8.4～ 

委員 市職員（半田病院長） 中 根 藤 七 H21.8.4～ 

委員 市職員（企画部長） 

近 藤 恭 行 

水 野   節 

H21.8.4～H23.3.31 

H23.4.1～ 

委員 市職員（総務部長） 

榊 原 直 和 

堀 嵜 敬 雄 

H21.8.4～H22.3.31 

H22.4.1～ 
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　　　　　　　　半田病院半田病院半田病院半田病院のののの果果果果たすべきたすべきたすべきたすべき役割役割役割役割 斜体は代替方策

２１年度 ２２年度 ２３年度

２１年度 ２２年度 ２３年度

○医療安全

 １．安全な医療により、市民・患者の信頼を得るととも

に、職員の安全にも留意する。

 ２．災害拠点病院としての十分な体制整備を行う。

 ３．院内感染防止の徹底を図るとともに、特殊感染症発

生時の対策を確立する。

　

○災害・緊急時対応

　新型インフルエンザ対応として、陰圧テント、防護服等

を始め感染対策機材等を充実させた。東日本大震災の

教訓から、改めて災害対策の見直しに着手し、外来待合

イスの簡易処置ベッドとして利用可能なソファベッドへの

買い替え、玄関ホール天井落下防止工事、棚の固定等

できることから対策を進めた。

○医療安全

　院内の医療安全、感染予防研修については、効率性

を上げ多くの職員の参加を促すため、対象者を指名する

方針に切り替えた。感染予防対策として、職員のワクチ

ンプログラムを開始した。

　職員の安全を確保するためにも、院内に保安指導員を

配置するとともに、暴力暴言対策研修の実施をした。

○災害・緊急時対応

　新型インフルエンザの対応により、体制

や感染防止のための施設（空気清浄機、

陰圧テント、防護服）を合わせて整備でき

た。災害拠点病院としての職員訓練も定

例的な事業として毎年実施している。

○医療安全

「問題発生報告書」　報告件数　2,085件

　（ヒヤリ・ハット）

○災害・緊急時対応

　新型インフルエンザ対策の整備補助金

で、さらに空気清浄機を４台追加購入して

今後の流行に備えた。

○医療安全

　院内の医療安全、感染予防研修につい

ては、効率性を上げるため、対象者を指

名する方針に切り替えた。

　職員の安全を確保するためにも、院内

に保安指導員を置き暴力暴言対策研修

の実施を行った。

「問題発生報告書」　報告件数　1,883件

○災害・緊急時対応

　東日本大震災の教訓から改めて災害対

策の見直しに着手した。外来待合イスの

簡易処置ベッドとして利用可能なソファ

ベッドへの買い替え、玄関ホール天井落

下防止工事、棚の固定等できることから

対策を進めた。

○医療安全

　院内の医療安全、感染予防研修につい

ては、対象者を指名し、職員個々の意識

向上に努めるとともに、地域の医療機関

に従事する職員にも参加を募り、知識の

啓発に努めた。また、感染予防対策・職員

の健康管理のため、ﾜｸﾁﾝﾌﾟﾗｸﾞﾗﾑ（麻疹・

風疹・水痘など）を開始した。

　院外から講師を招き、暴言暴力・医療ﾒ

ﾃﾞｨｴｰｼｮﾝの研修を実施

「問題発生報告書」　報告件数　2,223件

○急性期医療

　平成24年度に地域医療支援病院承認を

目指すべく、院内に申請準備委員会を設

置、更なる医療連携を推進して紹介・逆紹

介の向上を図っている。

　平成22年７月に公表されたDPC医療機

能評価係数Ⅱの点数は全国15位、愛知

県内２位と高い評価。特に救急部門の充

実度が高い点数となった。高度な医療機

能を有する証明となった。

　稼働率82%（+2%）、加算占有率52%（+2%）

ともに昨年度より増加したが、看護師不足

によりＩＣＵ22病床は活用できていない。

○高度専門医療

　心臓外科医不足による休止は昨年度よ

り続き、名古屋大学病院からの非常勤医

師の週１度診療等、再開の目途はたって

いないが、循環器内科の充実とともに、医

療圏外への病院（名古屋大学病院等）と

の連携を強化し、受入協力体制を確保し

ている。

　なお従来までの病診連携、がん治療の

供給体制、緩和ケアの提供などが評価さ

れ、愛知県がん診療拠点病院の承認を

平成22年５月付けで受けることができた。

○急性期医療

　地域医療支援病院の承認に必要な紹

介・逆紹介率の基準を満たす見込みと

なった。

　平成23年3月に公表されたDPC医療機

能評価係数Ⅱの点数は全国23位、愛知

県内5位と引き続き高い評価を得ている。

　平成23年11月からＩＣＵ22病床フル稼動

を開始した。

　稼働率78～79%、加算占有率54～66%。

○高度専門医療

　平成21年度から続く心臓外科医不足に

よる休止については引き続き名古屋大学

病院からの非常勤医師による週1度診療

等、同病院等医療圏外ではあるが連携強

化による受入協力体制の確保とともに、

循環器内科の充実により対応している。

①①①①知多半島知多半島知多半島知多半島のののの基幹病院基幹病院基幹病院基幹病院としてとしてとしてとして、、、、救急医療救急医療救急医療救急医療・・・・先進医療先進医療先進医療先進医療をををを含含含含むむむむ、、、、質質質質のののの高高高高いいいい急性期医療急性期医療急性期医療急性期医療のののの提供提供提供提供にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

②②②②医療安全医療安全医療安全医療安全のののの徹底徹底徹底徹底をををを図図図図りりりり、、、、安全安全安全安全でででで安心安心安心安心なななな医療医療医療医療をををを提供提供提供提供しますしますしますします。。。。

○急性期医療

 １．専門的検査、手術、集中医療などの急性期における

総合的、専門的医療を行う。

  (1)医療資源（人的資源）を入院部門に重点的に配置す

る。

  (2)疾病慢性期通院患者は、地域の診療所（かかりつ

け医）に紹介し、病院医師の外来診療の負担軽減を図

る。

  (3)外来における消化器内科の内視鏡等の日帰り検

査・手術は、更に充実させる。

 ２．救急医療の充実

  (1)救命救急センター病床(22床)の有効的な活用を図る

ために、術後患者や病棟における重症化患者を治療対

象とするICU（集中治療室）、HCU（重症患者病床）を新

たに設ける。

  (2)緊急性の高い疾患に対応するため、救急入院部門

に看護師を重点配置する。また、近隣の自治体病院等

と協力・連携体制を強化することにより、地域医療の

ニーズに適切に対応できるよう努める。

  (3)小児医療、周産期医療における十分な診療体制を

確立する。

○高度専門医療

 １．脳卒中、心筋梗塞に対する専門的治療を引き続き、

維持、発展させる。

 (1)脳神経センター、循環器センター等の診療科の統合

による有効なチーム医療を目指す。

 ２．がん診療体制の確立を始めとする各種要件の充足

により、地域がん診療連携拠点病院を目指す。

○急性期医療

　急性期における総合的、専門的医療を提供するため、

地域の医療機関との役割の分担と連携の強化に努め

た。地域医療連携室を中心に紹介・逆紹介率の向上を

図り、地域医療支援病院承認に必要な基準を満たすま

でに至った。

　平成23年11月からはICU22病床のフル稼働を開始、救

急患者優先のベッドコントロールができ、救命救急セン

ター入院が常時可能な状態となっている。

○高度専門医療

　心臓外科医不足による休止は21年度より続き、名古

屋大学病院からの非常勤医師の週１度診療等、再開の

目途はたっていないが、循環器内科の充実とともに、医

療圏外への病院（名古屋大学病院等）との連携を強化

し、受入協力体制を確保している。

　国承認である地域がん診療連携拠点病院の認定には

至らなかったが、平成22年6月に愛知県がん診療拠点

病院に承認された。協議会の一員となったことから情報

の共有、連携の強化が図られ、がんに関する医療体制

の充実につながった。

○急性期医療

　慢性期通院患者の地域診療所へ紹介・

逆紹介は、地域医療連携室が中心とな

り、各診療科医師も積極的に行っている

が、患者の紹介率、逆紹介率は前年度を

下回っている。ただし一人当り患者単価の

増・在院日数の短縮からも急性期中心の

治療を行っていることがわかる。

　現在、救命救急センターを中心とする24

時間の診療体制は確保できているもの

の、看護師不足によりＩＣＵ22病床を活用

できていない。

○高度専門医療

　血管外科医確保により専門的治療が実

施できるようになった一方で、心臓外科医

の異動により９月より休止状態となってい

る。循環器に関する医療体制は後退して

いると言わざるえない。

　地域がん診療連携拠点病院の認定取

得については、21年度は見送られたが引

き続き、緩和ケアや研修会の充実などで

認定を目指している。

取組みと成果（２１～２３年度）運営方針

運営方針 取組みと成果（２１～２３年度）

23



２１年度 ２２年度 ２３年度

○地域完結型医療

 １．急性期に充実した検査・治療を行い、症状安定後速

やかに亜急性期病院、回復期リハビリ病院、療養型病

院や地域診療所による在宅医療への円滑な連携を図

る。

  (1)地域医療連携室を通じ、紹介・逆紹介システムの更

なる普及と発展を目指す。

  (2)地域連携クリニカルパス(※1)を更に活用する。

 ２．地域医療機関との連携の更なる強化による地域医

療資源の有効活用

  (1)半田市医師会及び各会員病院・診療所と半田病院

による、地域の医療課題に対する協働体制の構築を図

る。

  (2)半田市医師会健康管理センターの健診機能及び半

田病院の高度医療機器の相互連携による有効活用を

図る。

○地域完結型医療医療

　地域の医療機関との連携強化について、地域医療連

携室を中心に紹介・逆紹介システムの普及・発展に努め

た。平成23年度には登録医制度を開始し、さらなる連携

強化に努め、紹介・逆紹介率の大幅な増加を達成するこ

とができた。

　地域の基幹病院として高度医療を担う必要があるが、

心臓外科部門については、医療圏外に依頼している状

況にある。連携により支障のないよう取り組んでいる。

○地域完結型医療

　地域医療連携室を中心にして、地域診

療所への紹介、また地域診療所からの逆

紹介を受けるなど連携を深めている。半

田病院で対応できない特定分野の治療に

ついては医師確保により充実を図る努力

を続けている。

　医師会が持つＰＥＴ、半田病院のリニ

アックなどお互いの機器の有効活用を

図っている。また年末年始の診療体制な

ど人的連携も実施できた。

○地域完結型医療

　亜急性期患者の受入れ協力を期待し

て、平成22年７月に常滑市と医療連携協

議会を設置したが、実績については未だ

公表するには至っていない。

　地域完結型医療を目指すためには、高

度医療部分を半田病院が担当する必要

があるが、心臓外科部門について医療圏

外に依頼している状況。しばらくは連携を

とって患者に支障の無いように連携を図

る。

○地域完結型医療

　地域の医療機関の医師との更なる連携

強化を図るため、登録医制度を開始した。

医療機関への訪問活動を実施し周知・登

録依頼を行った。

　■登録医数

　　医科137施設・188名

　　歯科38施設・46名

　■開放病床利用

　　14施設・25名

　■紹介率　63.2％

　■逆紹介率　46.5％

　亜急性期病床の設置等、新常滑市民病

院の基本構想の具体化にともない、常滑

市との医療連携協議会についてもより具

体的な協議を進めることができた。平成23

年7月に協議会を開催し、具体的な連携

方策について合意を図ることができた。

２１年度 ２２年度 ２３年度

○人材確保

 １．充実した診療体制を維持し、看護の充実を図るため

に、医師、看護師を始めとする医療従事者を十分に確保

する。

  (1)魅力ある研修プログラムや充実した研修体制のもと

で、多くの初期研修医を確保するとともに、その育成に

努める。

  (2)看護師確保に向けて、柔軟な勤務体制や看護補助

者の採用等の看護業務に専念できる体制作りや認定看

護師(※2)取得支援等、モチベーション向上により定着率

の向上を図る。

○将来構想の検討

 １．病院の健全化を前提として、今後の知多半島医療

圏における医療サービス需要についての正確な予測の

もとに、将来の半田病院のあり方をハード、ソフトの両面

から検討し、方向性の決定及び計画策定とその実施を

目指す。

○人材確保

　研修医の確保について、平成24年度採用については

定員枠一杯のマッチングは達成できなかったが、職員数

3年間の取り組みで医師数17名、看護師数7名全体で31

名の増員を図り、医療サービスの向上、職員の負担の

軽減を図った。病院改革プランの計画期間内での7対1

看護の実現には至らなかったが、引き続き取り組んでい

く。

　医師事務作業補助員は22名となり、医師の負担軽減と

ともに、診療報酬加算の増（50対1→25対1）を見込める

状態となった。

○将来構想の検討

　知多半島医療圏内の隣接する知多・東海、常滑市民

病院の建設計画が具体化し、それぞれの果たすべき役

割についても明確化されてきた。病院改革プランの実践

により、経営指標の改善、経営の健全化が図られつつあ

るなかで、新病院建設を視野に入れた将来計画検討委

員会を立ち上げ検討を開始した。

○人材確保

　研修医は平成22年度採用で定員枠一

杯の10人のマッチングを達成。専修医制

度を廃止して正規職員への採用期間を短

縮したことにより医師の正職数は増えた。

　看護を補助する臨時職員として看護助

手を多く採用できた。また臨時看護師の

勤務時間をフレックス対応とすることで臨

時職員数も増え、昨年度よりは正規職員

の負担軽減を図ることができた。離職防

止の研修・修学資金の拡大により少しづ

つ定着率も向上した。

○将来構想の検討

　近隣病院の再編など計画が一部具体化

されているが、隣接する病院の動向を含

めて、病院の運営形態の見直し、病院建

設計画を具体化していくことが必要である

が、未だ進展なし。

○人材確保

　研修医は平成23年度採用で定員枠一

杯の10人のマッチングを達成。研修医を

含む常勤医師数は昨年末と比較して3.2

人増加した。看護師についても新人教育、

離職防止研修の実施により定着率を向

上、修学資金増、初任給アップ等で人数

増を図ることができた。（離職率6.5%、平成

23年度当初採用28名、年度末比較で４人

増)

○将来構想の検討

　隣接する知多東海、常滑市民病院の建

設計画が具体化されたことで、統合や再

編という選択肢は当分の間据え置かれ、

常滑とは機能連携を強化していくことと

なった。平成21年度に引き続き黒字見込

みと経営の安定化も図ることができ、いよ

いよ老朽化した病院新築構想を具体化し

ていくことが必要となっており現在、計画

策定に向け取組んでいる。

○人材確保

　平成24年度採用の研修医のマッチング

については、定員11名に対し6名という結

果となったが、研修医を含む常勤医師数

は昨年末と比較して4.8人増加した。看護

師についても募集活動の強化や、院内保

育所での病児保育の導入、給与改善策

の実施等労働環境の改善に取り組んだ。

（離職率8.9%、平成24年度当初採用36

名、年度末比較で７人増)

　医師事務作業補助員は22名となり、医

師の負担軽減とともに、診療報酬加算の

増（50対1→25対1）を見込める状態となっ

た。

○将来構想の検討

　将来計画検討委員会を立ち上げ、将来

の半田病院のあるべき姿、病院新築構想

についての検討を開始した。

取組みと成果（２１～２３年度）運営方針

④④④④病院経営病院経営病院経営病院経営のののの健全化健全化健全化健全化にににに努努努努めめめめ、、、、安定安定安定安定・・・・継続的継続的継続的継続的にににに医療医療医療医療サービスサービスサービスサービスをををを提供提供提供提供しますしますしますします。。。。

③③③③地域完結型医療地域完結型医療地域完結型医療地域完結型医療をめざしをめざしをめざしをめざし、、、、地域地域地域地域のののの医療機関医療機関医療機関医療機関、、、、介護施設等介護施設等介護施設等介護施設等とのとのとのとの密接密接密接密接なななな連携連携連携連携をををを図図図図るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、地域全体地域全体地域全体地域全体のののの医療医療医療医療のののの質向上質向上質向上質向上にににに貢献貢献貢献貢献しますしますしますします。。。。

運営方針 取組みと成果（２１～２３年度）
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　.　医療の提供体制

計画初年度 計画次年度 計画最終年度 実績

　18年度 19年度 20年度

　21年度

(実績値)

22年度

(実績値)

23年度

(計画値)

23年度

（実績値）

一般病床 500 500 500 500 499 499 499

療養病床

結核病床

精神病床

感染症病床

計 500 500 500 500 499 499 499

内科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

循環器科 ○ ○ ○ △ △ △ △

精神科・心療科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小児科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

外科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

整形外科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

脳神経外科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

皮膚科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

泌尿器科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

産婦人科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

眼科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

耳鼻いんこう科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

放射線科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

麻酔科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

歯科・歯科口腔外科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

リハビリテーション科 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医師 58 59 60 75 77 82 77

看護師 332 332 336 332 336 360 343

准看護師 29 24 18 18 17 16 17

医療技術員 76 76 79 84 84 93 94

事務職員 20 20 20 20 21 21 21

医療相談員 0 0 0 0 2 3 3

その他職員 26 26 26 22 18 15 15

計 541 537 539 551 555 590 570

.

　

　心臓外科の休止が続き、循環器科として

十分な体制とはいえない。今後の再開の

目途はたっていないが、循環器内科の充

実とともに、名古屋大学病院からの非常勤

医師の週１度診療、医療圏外への病院（名

古屋大学病院等）に受入協力体制の確保

等、連携の充実により対応している。

　

　医師・看護師の増員を図ることはできた

が、特に看護師については改革プランでの

取組みとして7対１看護を実現することはで

きなかった。今後も引き続き、離職防止や

人材確保に努め、７対１看護の実現に取

組んでいく必要がある。

項目 備　　　　考

　医師賠償保険料減額のため、平成22年

度より１床減としたが、90％を超える利用

率も目立つなかで中核病院としてこれ以上

の減床は地域の保健医療計画上から容認

できないとの指導もあるため、当面は499

床を堅持していく。

病床数

標榜診療科目

職員数
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

民間的経営手法の導入

1

④総合医療情報シ

ステム（電子カルテ

の導入）

医事会計システムの整備、

経営支援データの活用

●22年1月電子カルテ稼動

●電子カルテから、各種データを

取りまとめ、ネットワークへ情報を

開示する準備。

●医事請求と診療材料データとの

マッチングの結果は、概ね妥当な

水準であった。

●電子カルテ導入により得られる

各種情報を、経営支援データとし

て活用するため、出力を開始でき

た。

2

④原価計算の実施

及び活用

原価データによる費用対効

果の分析

●21年１月分のデータより医師・

診療科別原価計算を試算。

●物流や財務、給与システムとの

連携を検討。

●幹部職員の関心が高まりつつ

ある。

事業規模・形態の見直し

3-1

①救命救急セン

ター機能の充実

二次、三次救急医療への対

応強化を図る。（二次：病院

群輪番制、三次：半田病院）

●コンビニ受診防止ポスターの作

成及び周知。

●軽度の患者は地域診療所への

逆紹介を行う。

●救命救急センター受診数25,273

名。入院数5,232名。

●重症(入院)患者数比率の増。

　　21年度　18.7%

　　22年度　20.7%

3-2

一次救急（在宅当番制）から

半田病院センター方式への

移行（地域開業医との連携

協働）

●小児科と同様に、内科でも地域

診療所との協力を得て、半田病院

で地域夜間診療を実施して、勤務

医が手術等に力を注げるように協

議。

●救命救急センター受診軽症者

数19,977名。

●地域連携小児夜間診療患者数

494名。小児トリアージ数51名。

3-3

救命救急センター病床の増

床検討

●未検討 ●救命救急センター入院病床稼

働率82％。救命救急加算患者病

床占有率52％。

3-4

救急外来の診療体制の見

直し

●21年11月より見直し実施。

●機能性を重視した体制への転

換として、小児科・産婦人科医師

を当直から外し別枠とした。

●7月より小児科医師は月・木の

18時30分から4時間、日の13時30

分から3時間45分の院内待機で、

524名中163名対応。

●当直体制は適宜見直しと基準

等の修正を行い、診療体制の整

備につながった。

●循環器救急患者受け入れ困難

事例27名。

4

①④基準看護（７：

１）への移行検討

看護師の勤務体制を総合的

に検討

●検討結果としては、現在の看護

要員では、平均入院患者数が350

人なら7：1看護が取れる。しかし。

21年4月～22年3月の平均入院患

者数は421人であり、現状ではで

きない。

●離職率6.5%

●新卒離職率5.6%

●H23年4月1日採用者28名(うち

新卒25名)

5

④メディカルクラー

クの導入

医師事務補助員を配置し、

医師の医療事務業務の軽

減を図る（プラン実施前100：

1→50：1）

●21年5月1日から3名を医師事務

作業補助員として新たに採用し、

医師の事務補助を行っている。

●医師事務作業補助員は8名とな

り、75：1の加算をとっている。

●医師の医療事務業務の負担軽

減を図るとともに、医師事務作業

補助体制加算５０：1を実現した。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●医事請求と診療材料デー

タとのマッチングを行ない、請

求漏れやロスの防止を図る。

●経営管理支援システムで

得られる各種のデータを、院

内各部署において有効活用

し、経営改善に役立てる。

100%

●医事請求と診療材料データとの

マッチングを業者に委託し実施した

結果、４月から１０月までの請求率

は、金額ベースで92.6％であった。

●アンマッチ分については、原因を

調査中で、判明したものの中には、

請求漏れや材料間違いがあった。

100%

●医事コードと材料管理コードとの

結びつきをシステム化することにより

さらに明確にし、ある程度の請求も

れは防止できた。

●具体的な請求率の把握ができ、ア

ンマッチ分の原因調査にも取り掛か

ることができた。

●システムから得られる各種データ

を経営支援データとして活用すること

が可能となった。

●わかりやすく精度の高い

データを作成・提供できるよう

にし、より多くの職員に関心を

抱いてもらう。

70%

●精度を高め、計算結果をよりイ

メージの持ちやすいグラフなどにす

るなど、関心を高めることに努めた。

80%

●患者や職員1人当たりの費用、各

診療科の収益など、分析を行える

データの出力が可能となった。今後

も精度の向上を図り、経営に活かし

ていく。

●救命救急センター受診数

25,000名。入院数6,000名。地

域開業医への軽症患者紹介

の取り組みを行い、一次救急

患者受診数の軽減を図る。

●紹介・逆紹介患者数の把

握。

90％

0％

●救命救急センター受診数25,806

名。入院患者数5,896名。紹介患者

数も増加し、二次以上の救急医療体

制が出来てきている。

●重症（入院）患者数比率の増

　　23年度22.8%

●逆紹介の集計方法が困難。

30%

●一次救急患者の減少、紹介患者

の増加、救命救急センター受診後の

地域への逆紹介という成果は得られ

た。

●地域連携強化により、二次救急医

療体制の強化が図れた。

●三次救急医療に特化するには、未

だ地域の理解が十分ではない。

●地域連携小児夜間診療に

おける患者トリアージ数の増

加。

●内科の地域連携は、医師

会との調整がつかず、未着

手。

50%

未着手

●救命救急センター受診軽症者数

19,910名。

●地域連携小児夜間診療回数98

回、受診者数491名。小児トリアージ

数32名。

●病院として未着手

50%

●小児科の地域協働は十分行えて

いる。

●内科の地域協働は未着手である。

病院病院センター方式について、地

域医師会とのミーティングを行う必要

がある。

●下半期22床フル稼働

●救命救急センター入院病

床目標稼動率80%

●緊急入院患者病床目標占

有率50%

100％

95％

110％

●11月より22床フル稼働

●稼働率78～79%

●緊急入院患者病床占有率（加算

占有率）54～66％

100%

●救急患者優先のベッドコントロー

ルができ、救命救急センター入院が

常時可能な状態である。

●救急応援体制の整備。

100%

●小児科受診患者数の減少に伴

い、小児科医師院内待機は廃止。

●循環器科当直体制を開始し、24時

間循環器患者受け入れ可能となり、

特にACS患者の早期治療が充実し

た。

●24時間緊急手術対応を可能とす

るため、手術室緊急受け入れ体制を

見直した。24年度より変更予定。

70%

●一次救急患者の減少に沿って、小

児科医師の院内待機を中止できたこ

とは効果的だった。

●三次救急患者への対応が24時間

整っているとは言い難い状況だが、

事例毎に改善策を出し、修正できて

いる。

●医師・看護師不足が解消できれ

ば、より救急応援体制は改善可能。

●採用者をH22年度より増加

させる

●離職率をH22年度より改善

する

●労働環境の見直し

30%

●H24年度新規採用者は36名．

●H23年度離職率は8.9%、新卒離職

率4.2%．

●労働環境の見直しには、取り組ん

でいるもの成果なし．

0%

●基準看護7対1への移行は出来な

かった．

●医師事務作業補助体制加

算50対1を維持するとともに、

医師業務の負担をさらに軽減

するため、必要に応じ増員す

る。

100%

●医師事務補助員を順次採用し、平

成24年4月1日には、外来に19名を配

置。同時に、医師事務作業補助体制

加算対象者が22名となることから、

50対１から25対1の加算に変更する

ことが可能となる。

●医師事務補助員全体のレベル

アップを図るため、定期的に意見交

換会を開き、業務内容の見直し等

行っている。

100%

●これまで医師が行ってきた診断書

の作成業務、検査説明等を、今では

医師事務補助員が担っている。外科

を始めとする多くの診療科で、「彼女

らがいないと困る」との声を頂いてい

る。

●当初、外来に配置した医師事務補

助員は4名のみであったが、さらなる

医師の負担軽減を図るため、19名を

外来に配置するまでに増員した。
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

6

①②薬剤師の病棟

配置

薬剤師を病棟に配置し、医

師・看護師の負担軽減等を

図る

●21年7月より、6Ｂ病棟（循環器）

に1名常駐させ、薬剤管理指導業

務（325点・380点・430点）として、

薬剤識別の対応、薬のセットの確

認等を実施。

●薬剤管理指導件数は、21年度

月平均294件が22年度は454件

に、入院持参薬の鑑別件数は227

件が615件に大幅増となり、抗が

ん剤の調製件数は、452件から

606件に増加した。時間外で業務

を補った。

7

②ピッキングマシー

ンの導入

ピッキングマシーンを導入

し、医師・看護師の負担軽

減を図る

●電子カルテ導入に併せて導入

●処方入力の締切時間を従来よ

りも遅くしたため、病棟在庫から臨

時で取り揃える薬品が少なくなる

ことで、在庫の減少を図った。

●電カル導入前は、月平均3601

枚だったが、ピッキングマシーンに

よる調剤では、6261枚と1.7倍に増

加した。

8

④適正病床の見直

し

在院日数が短縮しているこ

とから6人部屋見直しを含め

て適正な病床規模検討

●22年度から検討 ●499床を維持。

経費削減・抑制対策

9-1

④業務委託の見直

し

現行委託業務について、総

点検し、統合・縮小・廃止

●建物総合管理業務委託に、清

掃業務委託、特殊建築物検査業

務委託を統合し、ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを

図った。

●外来駐車場完成と電子カルテ

導入により、委託業務の人員削減

を実施。

●病棟療務員・病棟事務員の業

務委託は、派遣法に抵触するおそ

れがあることから、21年度から、

臨時看護助手の採用に切り替え

た。

●電話交換手業務について単独

事業であった21年度と比べ

504,000円の削減ができた。

9-2

現行直営業務の委託（病棟

療務員）

●正規職員と委託による業務の

混在により派遣法に抵触する可能

性があるため、病棟療務員と病棟

事務員の委託を止め直営業務と

した。

●継続して臨時職員の直接雇用

を実施した。

10

④経費 電子カルテ導入経費

●22年1月より5年間のリース契約

を結ぶ。

●再生トナーの使用により

1,045,850円（23%)の経費を削減す

ることができた。

11-1 ④薬品・材料の適

正な管理運営

院内で使用される薬剤・材

料の統一化の検討

●新規・一時・サンプル使用につ

いては、申請書の提出により、同

種材料についての検討を行い採

用した。

●医療機器・診療機材検討部会

で毎月検討している。

●新規材料を採用したことにより

使用しなくなるであろう、同種の既

使用材料を必ずしも採用中止でき

なかった。

●例年通り。ﾃﾞｯﾄﾞｽﾄｯｸ薬品を薬

事委員会の度に提示し、採用薬

から、在庫を持たない院外専用薬

へ切り替えて、不良在庫削減に継

続して取り組んでいる。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●2病棟3人体制を目指し，薬

剤管理指導件数をさらに増や

して行きたい。薬剤師が常駐

できるようになれば，医師・看

護師の業務軽減のみならず，

医療安全が向上することは論

を俟たない。外来化学療法患

者への面談による指導は，副

作用の防止に繋がるので，引

き続き行っていく。

80%→60％

●本年度採用の3名を病棟に配置

し、2病棟3人体制を進め、3階・5階・

6階・7階で行い、さらにICU病棟を新

たに取り組ませた。しかし、1/25から

1名が産休に入り、5階は元の状態に

なった。

80%

●最終目標は、常時各病棟に薬剤

師が居る状況をつくることが、医師・

看護師の負担軽減になり、また医療

安全で薬剤師が大きく貢献できる。

少ない人数でまず2病棟3人体制を

整え、次の段階で、まる1日薬剤師

が病棟に上がれるようにする。しか

し、本年度は退職者3名となるが、抗

がん剤調製や持参薬の鑑別業務が

あるなか、業務を工夫して少しでも前

進したい。

●現状を維持していく。

100%

●ピッキングマシーンの稼動により、

施用毎に注射調剤できるようになっ

たので、看護師の病棟での注射準

備も負担軽減できた。そして、病棟

の在庫も削減できた。 100%

●注射箋枚数は月平均6,000枚で落

ち着き、導入前の月平均3,600枚に

較べて、大いに成果があった。薬剤

師の病棟配置と同様に、人員がさら

に確保できれば、処方の締切時間を

遅くさせるこができるので、さらに負

担軽減が可能となる。

●499床を維持。

100%

●４９９床の現状維持であるため。

100%

●在院日数は短縮しているが、平成

24年1月に病床稼働率100％を越え

る日もあり、二次医療圏において500

床規模の急性期病院を維持する必

要があると認識する。また、半田保

健所による499床維持の指導があっ

た。

●委託費削減のため、さらに

業務の統合、縮小、廃止を進

める。

80%

●建物総合管理業務委託に、高圧

受電設備点検業務委託を統合した

結果、委託料を326千円削減するこ

とができた。さらなる事業統合・縮

小・廃止について交渉中。

90%

●建物総合管理業務委託に、清掃

業務・特殊建築物検査業務・特殊建

築物調査業務・電話交換手業務・高

圧受電設備点検業務を統合して

2,134千円及び外来駐車場整理員2

名減・医療業務見直し等により

33,231千円、合計35,365千円の委託

料を削減することができた。人員減

によるサービス低下が若干あった。

●臨時職員の直接雇用の継

続実施

100%

●臨時職員の直接雇用を継続実施

できたため。

100%

●臨時職員の直接雇用を継続実施

できたため。

●再生トナーの利用、バッテ

リーの大量同時購入による消

耗品費の削減

●端末機器のリフレッシュ作

業による修繕費削減

100%

33%

●再生可能なトナーの新品購入はな

くなった。バッテリーの大量購入は寿

命に影響するため削除

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了。

24年度以降も継続して実施していく。

100%

33%

●再生可能なトナーの新品購入はな

くなった。バッテリーの大量購入は寿

命に影響するため削除

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了。

24年度以降も継続して実施していく。

●コンサルを活用し、新規材

料の採用手順を確立する。

●不動となっている同種品の

洗出しと整理を行う。

●ﾃﾞｯﾄﾞｽﾄｯｸ薬品を薬事委員

会の度に提示し、採用薬か

ら、在庫を持たない院外専用

薬へ切り替えて、不良在庫削

減に継続して取り組む。

80%

80%

●一時的な使用については同等品

が増える温床になるので認めないこ

ととした。また、コンサルの活用によ

り、新規材料の採用手順のフロー

チャートを作成、これにより、院内の

合意形成を進めるための方向性を

示すことができた。

●ﾃﾞｯﾄﾞ・ｽﾄｯｸ薬品を提示して、4・7・

10･1月の4回の薬事委員会で77品目

を採用中止又は購入しないでも処方

できる「院外専用薬」に整理した。

（薬）

80%

80%

●新規材料の使用については、同

種品の記載項目を設けた申請書の

提出を求める手順としたことにより、

同種品の把握が可能となった。ま

た、不動品リストと合わせて定数見

直しの資料とすることができるように

なった。

●使用量の少ない薬品やﾃﾞｯﾄﾞ・ｽﾄｯ

ｸ薬品は四半期毎にﾁｪｯｸし、継続し

て整理を行っている。一増一減を原

則に薬品を採用するように心がけて

いるが、現実的には同種同効薬をま

とめて取り上げて整理は行えていな

い。（薬）
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

11-2

外来院内処方の縮減→廃

止

●電子カルテ導入に併せ、労災、

自賠責以外は原則院外処方とす

るよう病院の方針として実施。

●院外薬局へ必要に応じ事前連

絡し、患者の不安感軽減に努め

た。

●依然、97％と極めて高い発行率

を維持し続けている。

11-3 ④薬品・材料の適

正な管理運営

薬品・材料の在庫管理の徹

底

●薬事委員会にて全薬品の有効

期限のチェックを行っている。

●デッドストック薬品については、

薬事委員会に提示し、個別に使

用をお願いしている。

●病棟担当薬剤師は病棟におけ

る薬剤の管理を適宜行っている。

●材料はSPDにより、概ね適正に

管理されている.

●薬事委員会では、同種同効薬

の整理は行わなかったが、より薬

品費を抑え、値引きがより出る後

発医薬品10品目を提案し、実施し

た。切り替え薬品、デッドストック

薬品、使用量が極端に少ない薬

品は、整理して67品目を採用中止

か、在庫を持たずに済む院外専

用薬に切り替えた。

11-4

ジェネリック医薬品の採用

●造影剤は3月に、抗生物質など

は4月後半、抗がん剤は11月中旬

に切替を行った。

●16品目の後発品が採用になっ

た。抗がん剤や抗生物質など利

便性や経済性のある薬品の選定

を行い、積極的に提案を行った。

11-5

医薬品・材料の広域共同購

入の検討

●広域共同購入は調整が難しい

ため、効果的かつ即効性のあるコ

スト削減として、21年12月よりコン

サルを導入し、22年度の購入価

格の見直しを行った。

●価格交渉及びベンチマークの

ための全品目のマスタ整備を行

い、他施設ベンチマークを活用

し、品目別に目標価格を設定。

●5.87％の減額となった。

12-1

④光熱水費の削減

コジェネレーションシステム

の有効活用による電気代削

減

●コジェネレーションシステムの使

用をしている。

●コジェネレーションシステムの有

効活用により光熱水費を20,724千

円削減することができた。

　導入時計画　25,000千円/年

12-2

自己井水の有効活用による

水道代削減

●20年10月地下水給水開始。 ●地下水の活用により水道代を

4,982千円削減することができた。

　導入時計画　2,500千円/年

13

①④リース化の検

討

高額の医療機器等の購入

について、リース方式の検

討

●消化器内科・呼吸器内科で使

用する内視鏡・ファイリング装置等

の借り上げについて、検査・手技

症例数による症例単価払い契約

を行い、21年4月から内視鏡機器

をリース導入した。

●年間症例予定数「５３５２例」に

対し、実施症例数は「６２４７例」で

あった。

●試薬交渉により、血糖14.7円/

件、HbA１ｃ32.3円/件の減価がで

き、549,541円/年の経費削減が図

れた。（検）

14

④リース延長によ

る費用削減

電算システム、医療機器の

リース費用の削減

●通常5年更新の電算システムに

ついて、電子カルテシステムの導

入時期を22年1月と設定。1年9月

間については、再リースにより費

用削減を図った。

●故障発生時には、昼夜間を問

わず職員が一次的に対応し、業

務に大きな支障をきたすことなく

実施できた。

●端末機器及び周辺部品につい

ての性能・使い勝手の情報収集
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●97％の高い発行率を維持

し続ける。

100%

●院外処方箋発行率は依然97～

98％（救命救急の院内処方除く）と極

めて高い発行率を維持し続けている

ところから、定着したと判断してよ

い。

100%

●院外処方箋発行率は依然97～

98％（救命救急の院内処方除く）と極

めて高い発行率を維持し続けている

ところから、定着したと判断してよ

い。

●各科、材料定数の見直しを

行い、消費量に見合った保管

在庫とする。

●3ヶ月，6ヶ月ごとにﾁｪｯｸし

て，在庫として置かないように

見直ししたので，実行の確認

をする。

100%

85%

●定数を見直すことにより、およそ

548品目、946千円の不良在庫削減

を行った。（11月現在）

●ＯＰＥ材料の一覧表を作成し、使

用期限管理を中央手術室が行ったこ

とにより、期限切れによる廃棄費用

を前年比の10分の1まで縮減した。

●薬品の在庫を減らすため、3ヶ月で

1箱を消費できる量を目安に、小包

装に19品目変更した。（薬）

100%

90%

●期限切れとなる在庫を事前に洗い

出すことにより、納入業者への返却

や、院内での有効利用を進めた結

果、ＯＰＥ以外の廃棄材料をほとんど

無くすることができた。

●薬事委員会の度に、ﾃﾞｯﾄﾞ・ｽﾄｯｸ薬

品をあげ、個別に医師に消化協力を

依頼し、中止できる薬品は、在庫消

化後、採用中止にしている。また、使

用量の少ない薬品は、採用中止に

するか、在庫を持たずに済む「院外

専用薬」に切り替えている。（薬）

●購入金額の大きい薬品の

後発医薬品が2品目は発売さ

れるので，従来の薬品と競合

させてさらに薬品費の削減を

行う。

100%

●購入金額の大きい後発医薬品が2

銘柄発売されたので、積極的に切替

の提案を行い、実施できた。これに

より、薬品費が削減できた。
90%

●ジェネリック医薬品の採用を効率

的に行う前は、新薬（特に高価な抗

がん剤等）の採用が年々増え、薬品

費は増加の一途だったが、積極的に

切り替えを行ったため、薬品費は減

少できた。

●コンサルを活用し次年度

契約単価の縮減を図る。

●縮減目標：３％（価格改定

前数値）

80%

●22年度価格交渉結果（次年度契

約単価）による、23年度購入実績縮

減率は、約1.1％となった。

●次年度（24年度）縮減目標：3.2％

（価格改定前数値）を設定し、価格

交渉事務を進めた結果、約2.8％、

（実質効果額2,800万円）の縮減と

なった。

80%

●近隣病院と使用材料について比

較したところ、治療実績の違いによ

り種類の統一が難しいことが明らか

になった。

●新規材料の購入時にベンチマー

クを利用することにより、全国平均

購入価格との比較を行い、平均以下

の価格で購入することができた。

●3年間の価格交渉については、平

均3.9％の削減成果となった。

●引き続きシステムを有効活

用し光熱水費の削減を図る。

72%

●コージェネレーションシステムの有

効活用により光熱水費を17,976千円

/年、削減することができた。導入時

削減計画25,000千円/年

79%

●コージェネレーションシステムの有

効活用により光熱水費を58,896千円

/3年、削減することができた。導入

時削減計画75,000千円/3年

●引き続き地下水を活用し、

水道代の削減を図る。

100%

●自己井水の有効活用により水道

代を4,256千円/年、削減することが

できた。導入時削減計画2,500千円/

年

100%

●自己井水の有効活用により水道

代を13,287千円/3年、削減すること

ができた。導入時削減計画7,500千

円/3年

●VPP契約の実施症例数か

ら次年度（3年経過後の見直

年度）の契約内容変更につい

て見直しを行う。

●内視鏡の使用状況を検討

し、新たな機器の契約を進め

る。

●新機器の導入時にリース

方式を検討する。また、導入

に伴う試薬などの関連品も併

せて見直し経費削減に努め

る（検）

100%

90%

●年間症例予定数「５３５２例」に対

し、実施症例数は「６０３７例」であ

り、予定数を大きく上回った。また、

超音波内視鏡装置の導入によりさら

に症例の増加が期待される。

●実施症例数から、契約期間を1年

間程度短縮できる見込みとなった。

●ﾘ-ｽ方式で生化学分析機を導入。

導入に伴い使用試薬の価格交渉を

実施し減価できた。24年度も別の分

析機のﾘｰｽ方式での導入が決定し

た。（検）

100%

100%

●VPP方式の契約により最新機器

の導入を実施し、処置具の包括契約

によりさらに症例単価を軽減すること

ができた。また、症例数の増加によ

り、短期間での機器更新も可能と

なった。

●２台の分析機（糖尿病検査機器と

生化学検査機器）のﾘ-ｽ方式での導

入ができ、これに併せた試薬価格が

減価でき経費削減となった。次年度

も新たなﾘ-ｽ方式での分析機導入も

決定した。（検）

●リフレッシュ作業による端

末機器の延命化

33%

62%

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了

●リサイクルトナー業者によるレー

ザープリンタの無料清掃を実施。145

台中90台完了。24年度以降も継続し

て実施していく。

33%

62%

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了

●リサイクルトナー業者によるレー

ザープリンタの無料清掃を実施。145

台中90台完了。24年度以降も継続し

て実施していく。
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

15

④保守点検の必要

度再検討による費

用削減

電算システム、医療機器の

保守費用の削減

●経過年数が長い機器もあり、過

去の修理状況等を把握し、保守委

託契約の見直しを図った。

●電算システム関係では、ネット

ワーク機器、放射線サーバーにつ

いて保守形態の変更を実施した。

●2つの保守契約を1つに統合す

ることができた。

●点検・故障等が発生・対応した

が保守契約により、血液ガス測定

器で648,100円/年、全自動輸血検

査装置で284,500円/年、計

932,600円/年の経費削減が図れ

た。（検）

●見直し交渉により、前年同様レ

ベルの保守委託を維持しつつ、約

270万円の削減ができた。

16

①②③④一般会計

繰出金の確保

自立した病院運営を行うた

めにも繰出基準による一定

の負担

●病院の資金繰りを見る中、3か

年実施計画策定の中で、繰出金

を確保している。

　21年度　900,000千円

　22年度　800,000千円

　23年度　700,000千円

●23年度については、プランの計

画値のとおりの繰入額を確保でき

た。

               収入増加・確保対策

17-1

③地域医療連携の

推進

地域の医療機関からの紹介

率の向上

●紹介患者の病診予約方法をま

とめた「システム概要」を作成。

（21年4月配布）

●半田市医師会の登録医対象で

「病診連携に関するアンケート調

査」実施。（21年11月1日から15日

回収率：32％）

●肝疾患の地域連携を考える会

開催（21年11月21日)

●登録医システム・共同利用病床

基準の試案提示

●地域医療機関の訪問（１５施

設）

●介護施設との連携会設立

●がん連携パス説明会開催（18

医療機関登録）

●緩和ケア研修会開催（17名参

加）

17-2

地域の医療機関への逆紹

介率の向上

●回復期リハビリ連携会開催（年

３回）

●地域医療連携室看護師によ

る、逆紹介支援開始

●がん末期の患者の在宅療養支

援

　往診医・訪問看護師の紹介・家

族支援

　

●運営委員会で連携状況報告

（逆紹介の依頼）

●連携会の定期開催と事例検討

実施

●在宅療養支援に関するアン

ケート実施（5市5町医療機関）

18-1

①④新医療報酬体

系（ＤＰＣ）への移行

ＤＰＣ病院指定の早期取得

●引き続きＤＰＣ算定で請求でき

た。

18-2

（医療機関別調整係数　1．0

（21年度のみ））＋（施設基

準による調整係数　0．007）

●22年8月から厚労省告示で医療

機関別係数1.1231で算定。医師事

務補助体制の充実により、23年2

月から1.1256で算定している。

18-3

病名等のチェック体制強化

及び、入院時の検査を外来

にて実施し外来収益の増を

図る

●電子カルテシステム内での病名

及びコーディングのチェック機能に

より、体制の強化を図った。更にレ

セプト請求時の病名等チェック部

署においては、「病名くん」「ふくろ

うくん」を再導入し、チェック機能を

充実させた。

●21年4月からＤＰＣ対象病院とし

て指定され、5月請求分よりＤＰＣ

算定を実施

●医療機関別係数として計1.0493

にて算定。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●リフレッシュ作業によりス

ポット保守の頻度をおさえる。

●現有の重要機器や故障頻

度を勘案して検討する（検）

●契約更新時に機器状態を

見極めて契約内容を見直す

（検）

●新たな保守契約は、医療

安全面を踏まえながら点検内

容を充分検討して必要最小

限とする。継続する保守契約

は点検内容を維持したうえ

で、値段交渉を重ねて委託料

の削減を図る。

33%

62%

100%

100%

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了

●リサイクルトナー業者によるレー

ザープリンタの無料清掃を実施。145

台中90台完了。24年度以降も継続し

て実施していく。

●超音波検査機保守は内容を吟味

し、有用性が少なかったので見送っ

た。保守契約している輸血検査機器

は518,400円/年、血ガス４台分では

1,345,500円/年、計1,863,900円/年

の経費削減となった。（検）

●新規の保守は内容を充分検討し、

継続する契約は作業実績を加味して

契約を交わした。（放）

●継続する契約は、見直し交渉によ

り保守内容を維持しつつ、前年比で

約３．５％，３２０万円程の削減がで

きた。（放）

33%

62%

100%

95%

●デスクトップ型電子カルテ端末435

台中147台のリフレッシュ作業完了

●リサイクルトナー業者によるレー

ザープリンタの無料清掃を実施。145

台中90台完了。24年度以降も継続し

て実施していく。

●保守契約を結ぶ機器の検討を十

分行った結果、輸血検査装置

1,295,581円、血液ｶﾞｽ測定装置

3,639,300円、計4,934,881円の経費

削減ができた。今後も契約の有用性

を十分見極め契約機種の選定をした

い。（検）

●地道な見直し交渉は、わずかであ

るが経費の削減に繋がっている。医

療安全を担保しつつ、保守点検費の

削減は概ね実施できた。しかしなが

ら、新たな契約も発生しており、費用

の増加は否めない。引き続き、随意

契約であっても値引き交渉はしっか

りと行う。（放）

●繰出基準のルール化

100%

●市担当部局との協議により、繰出

基準に一定のルールを定めた。

90%

●市との協議により繰出基準に一定

のルールを定めることができた。

●登録医制度の構築

●紹介数・逆紹介数の向上

90%

●登録医総数：

　　医科137施設188名

　　歯科38施設　 46名

　　開放病床利用：　14施設　25名

●紹介率：12月　75.5％

　　23年度平均（4月～12月）61.3％

90%

●紹介患者件数は、23年5月以降の

医療機関訪問後に月200件以上の

増加している。登録医制度により地

域の完結型医療の推進が図れたと

考える。

●病院からの情報発信を増やしたこ

とで、問合や連絡も増え地域と密着

した場として院内外に「医療連携室」

が認識されてきた。

●連携の拡大と強化

●がん地域連携パスの運用

●医療相談の質向上

90%

●逆紹介率：12月72.2％

　23年度平均（4月～12月）54.2％

●がん連携パス件数：22件

　胃がん、大腸がん

●医療相談件数：約1300件（12月

末）

　昨年1年間の総数は1400件

●シームレスケア連携会の開催

　参加職種拡大

90%

●返書管理を丁寧に行うことで逆紹

介の件数も増加した。医師の負担が

少なくなる方法を模索し、支援してい

る。

●がんパス連携は5大がんの運用を

視野にいれて準備と運用を続けてい

るが、県内のがん拠点の中では件数

は多い。

●医療相談の件数は、早期からの

介入や在院日数短縮、長期入院患

者数からも成果が見える。

●地域の基幹病院として「連携」の

中心となり新規のシステム構築を目

指している。

●ＤＰＣ算定を継続する。

100%

●引き続きＤＰＣ算定で請求してい

る。 100%

●21年4月からＤＰＣで算定し、現在

に至っている。

●機能評価係数の向上をめ

ざす。

100%

●８月から医療機関別係数１．１３５

２で算定している。４月と比べて係数

は０．０１０８向上した。

・調整係数　１．０４２１

・機能評価係数Ⅰ　０．０６０６

・機能評価係数Ⅱ　０．０３２５

　向上した係数Ⅰは、検体検査管理

加算（Ⅳ）が算定できるようになった

ため（７月までは加算（Ⅱ）であっ

た）。

100%

●21年4月に医療機関別係数　１．０

４８５でスタートしたが、施設基準の

取得等により、24年3月時点では、

１．１３５２に引き上げることができ

た。

●引き続きチェック体制の強

化に努める。

100%

●委託業者へ、点検業務の強化を

指導した。

●現行システムの活用。

●２４年度の医事業務委託の中に、

レセプト点検ソフトの導入を行った。

100%

●病名等のチェック体制の強化によ

り、減点、返戻の減に寄与し、収益

の増を図ることができた。
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

19

④診療報酬改定へ

の適時対応

診療報酬改定時に見直され

る加算項目の重点的取り組

み

●20年度実施の改定により、次の

基本診療科・特掲診療科の施設

基準に係る届出が受理された。

（主な加算）

・20年4月1日算定開始

　妊産婦緊急搬送入院加算

5,000点

　ハイリスク分娩管理加算

2,000点

　医療機器安全管理加算２

1,000点

・20年6月1日算定開始

　超急性期脳卒中加算

12,000点

　外来化学療法加算１　　       500

点

・20年9月1日算定開始

　脳血管疾患ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅱ）

190点

・20年10月1日算定開始

　補聴器適合検査              1,300

点

・21年4月1日算定開始

　ニコチン依存症管理料

230点

・21年6月1日算定開始

　医師事務作業補助体制加算

（75：１）130点

　

●22年4月から新たに算定してい

る主なもの。

・基本診療料

急性期看護補助体制加算（Ⅰ）

120点

一般病棟看護必要度評価加算

5点

・特掲診療料

がん患者カウンセリング料

500点

肝炎インターフェロン治療計画料

700点

医薬品安全性情報等管理体制加

算50点

検体検査管理加算（Ⅱ）

100点

センチネルリンパ節生検

  併用法5000点

  単独法3000点

抗悪性腫瘍剤処方管理加算

70点

埋込型心電図記録計

  移植術　　1260点

  摘出術　　　840点

画像誘導放射線治療

300点

・6月以降は次のとおり

院内トリアージ加算　　30点

透析液水質確保加算 　10点

栄養サポートチーム加算

200点

医師事務作業補助体制加算

255点

20-1

①④上位の施設基

準取得による診療

報酬点数確保

認定看護師の養成

●現在、9名の認定看護師がお

り、看護師によるストマ外来やフッ

トケア外来を行っている。

●感染管理認定分野で2名が養

成研修終了．

●糖尿病認定分野へ1名がH23年

に養成研修受講決定．

20-2

がん専門薬剤師の育成

●がん専門薬剤師資格取得の前

提条件であるがん薬物療法認定

薬剤師2名。

●がん専門薬剤師の取得では、

現在論文審査待ちが1名。

●平成22年9月に「がん専門指導

薬剤師」の認定を受け、さらに平

成22年9月に「日本医療薬学会が

ん専門薬剤師研修施設」の認定を

取得した。

20-3

地域がん診療連携拠点病

院の認定取得

●地域医療連携室内に「がん相

談支援センター」を設置し、がん相

談や医療相談を行っている。21年

5月に国指定の申請をしたが、選

外となった。その後、22年度に県

が独自の制度を創設したため、県

指定の認定申請を行った。

●指定を受け、愛知県がん診療

連携協議会に参加することとな

り、11月29日開催の協議会に出

席し、県がんセンター始め他の拠

点病院との間に、がん治療に関

する情報の共有ができた。指定

後はがん相談件数及び抗がん剤

調製件数などが大きく増加した。

20-4

急性期リハビリ体制の充実

（作業療法士の採用）

●20年度から作業療法士採用、

同10月からリハビリ施設基準（脳

血管疾患Ⅱ）取得。

●リハビリテーション科全体の人

員は20年度に比べ1人減っている

ものの収益は上がっている。

●新人作業療法士１名退職に伴

い１０月より脳血管リハビリ施設基

準ⅠからⅡへ戻った。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●新たな施設基準の届出・受

理を目指す。

●現認定の施設基準の区分

向上を目指す。

●２４年度改定に向けての情

報を収集する。

100%

●施設基準の届出・受理による算定

項目

・７月１日から　ＨＰＶ核酸同定検査

・８月１日から　検体検査管理加算

（Ⅳ）

・９月１日から　開放型病院共同指導

料

・１月１日から　脳血管疾患リハビリ

テーション料（Ⅰ）

●２４年度診療報酬改定に向けて、

院内の全職員を対象とした説明会を

開催した。

100%

●２２年度診療報酬改定時を含め、

院内の体制に応じて、施設基準の届

出を行ってきた結果、診療報酬の増

につながった。

●認定看護師の増員

30%

2名が新たに資格修得したが、2名が

退職．

30%

認定資格修得後の継続勤務雇用が

課題である．①モチベーションの維

持、②家庭環境への変化等である．

今後、資格修得前に、更新期間5年

間の最低継続勤務を条件に入れた

適正な人材の見極めをしていく．

●取得には，自前でも５年の

期間がかかるので，意識の

高揚を維持していく。

100%

●資格維持のため、学会への参加・

発表に積極的に参加させ、薬剤科内

では資格取得を目指す人材育成に

勉強会も行っている。

100%

●平成22年9月に「日本医療薬学会

がん専門薬剤師研修施設」に認定さ

れたので、5年間かかるが、当院で

養成できるようになり、今後の成果

が楽しみである。資格取得のため、

学会への参加・発表に積極的に参加

させてたり、薬剤科内での勉強会も

継続して実施している。

●がん診療拠点病院として、

がんに関する医療体制を維

持する。

100%

●地域連携クリニカルパスの活用及

び地域の医療機関へがん患者の紹

介の推進。

●地域の医師等を対象に、国の基

準に基づいた緩和ケア研修会を開

催（参加１８名）。

100%

●国の指定である地域がん診療連

携拠点病院の認定には至らない

が、２２年６月に愛知県がん診療拠

点病院に指定され、協議会の一員と

もなり、情報を共有し、さらに連携が

図られ、がんに関する医療体制の充

実につながった。

●脳血管リハビリ施設基準Ⅰ

の再取得。

100%

●平成24年1月より作業療法士1名

採用になり。1月より脳血管リハビリ

施設基準Ⅰを再取得することができ

た。このことにより脳血管疾患患者

および廃用症候群の病名患者に対

して今までと同じ内容のリハビリを実

施しても45点多く保険点数を請求で

きるようになった。

●平成23年4月から12月までの収益

の月平均が６４３０６７０円でしたが、

平成２４年１月から３月までの収益は

月平均９００３５７０円でしたので施設

基準Ⅰを取得したことにより月平均２

５０７２９０円の増収になった。

100%

●平成２２年度に作業療法士3名体

制になり脳血管リハビリ施設基準Ⅰ

を取得することができた。しかし、そ

の後退職、育休などの欠員があり施

設基準Ⅱに落とさざるを得なかった

が、平成23年4月に1名補充、24年1

月に1名増員し、24年1月から脳血管

リハビリ施設基準Ⅰを再取得するこ

とができた。
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

21-1

①高度医療機器の

導入

がん治療に有効な放射線治

療機器（リニアック）更新導

入

●21年4月放射線治療システム更

新により、位置確認が可能なOBI

システムを搭載し、高精度の放射

線照射が可能となった。

●X線ナイフ治療は高精度システ

ムによりがん治療効果が大幅向

上した。

●知多・東海・常滑市民病院、知

多厚生病院に出向き紹介依頼し

た。

●通常の放射線治療患者　５２５

１名

●Ｘ線ナイフ患者４０名

●画像誘導放射線治療加算

約１８０万円（３００点×６００／年）

●患者用のパンフレットや相談

ノートなど心のケア面を充実した。

21-2

６４列ＣＴ装置（１９年度導

入）の効率的活用

●本装置の最大の特長は心臓検

査（冠動脈CT）が可能となった。

●脳血管動脈撮影にも対応して

いる。

●心臓ＣＴ　２７２名

●心筋シンチ　５５５名

●合成画像　５５名

●遠隔読影　２２８件　（１月～３

月）画像管理加算　約４０万円の

収益

●核医学は目標を達成したので、

更なる躍進を目指す。

22

④病床管理の徹底

看護局にて一元管理し、病

床稼働率の向上（救急時短

期入院含む）

●DPC病院となったことで、稼働

率が減少した。

●病床稼働率昨年度比、65％の

１病棟は3％増加できたが、66％

の１病棟は1％減少となった。

●緊急入院の対応について時間

が短縮したと各外来より評価を受

けている。

23-1

④院内環境の整備 個室整備・増室の検討

●未検討

 21年度室料差額収益　99,045千

円

●検討を行ったが、個室整備・増

室は行わない。

23-2

カード決済利用のさらなる拡

大の検討

●19年8月より、入院費の一部・救

急外来診療費の支払のカード決

済を導入。20年度より全ての入院

費がカード支払ができるように拡

大した。

　21年度　2,059件　174,729千円

●入院医療費の利用は、4月から

3月まで、2,458件、159,787千円

●外来診療費は利用を可能にす

るかどうかについて、費用対効果

などを検討した。
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23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●遠隔読影の導入により放

射線科医師の負担を軽減す

るとともに放射線治療体制の

院内整備を行うことで業務の

効率化を図る。

●病診連携による放射線治

療患者の受け入れを見直す

ことで紹介患者の獲得を図

る。これにより治療患者数の

対前年度増加率１０％を目指

す。

95%

●放射線科医師の負担軽減と放射

線治療患者の受け入れ体制が円滑

になったことで、患者数の対前年度

増加率は８．５％，４１１件（延数）の

増加となった。

●患者数は増えたが、Ｘ線ナイフの

落ち込み（１７名減）で１３０万円程の

減益となった。(前年比）

90%

●高精度の放射線治療が、可能に

なったことに加えて、医師，看護師，

技師がチーム一丸となって患者さん

の心のケアや受け入れ体制の円滑

化に取り組んだ。その結果、患者さ

んの評判は良好であり、得意とする

Ｘ線ナイフは伸び悩んでいるものの、

照射件数は年々増加している。

●心臓CTは、循環器内科医

師に引き続き検査依頼を積

極的に働きかけて年間500件

を目指す。

●頭部血管の立体構築（3D

処理)を速やかに行うことで、

クモ膜下出血をはじめとする

脳疾患に迅速に対応して救

急医療に貢献する。

75%

●心臓ＣＴは、目標の４６％，２２８件

に留まった。循環器医師の診療体制

が整ったことで、心臓カテーテル検

査や核医学検査と競合して検査数

が伸びなかった。

●救急における頭部血管の立体構

築は、ほぼ対応可能な体制になっ

た。

●心臓ＣＴは、目標を大きく下回った

が、ＣＴ検査の収益は１，６００万円

程の増益となっている。（前年比）

80%

●ＣＴの検査数は、毎年増加してお

り、効率的活用という点では、通常

の診療と救急の両面で大いに貢献

している。

●特長である心臓検査を増やすた

め

には、循環器医師と打開策を勘案し

て、それを24年度に向けて実行す

る。

●病床稼働率60％台の2病

棟を70％台以上に上昇させ、

病棟間の業務量の均一化を

図る。

●看護課長、看護長の認識

を高め、緊急入院の際の入

院調整をさらに円滑に行う。

●呼吸器内科2病棟の連携

強化。

95%

●病床稼働率60％台の２病棟は、平

均70.5％、70.8％となり、目標の70％

以上を達成できた。

●看護局による緊急入院対応は一

日平均2.8件、決定に要した時間は

平均7.0分であり円滑に調整できてい

る。

●呼吸器内科は退院調整をすすめ

た結果、平均在院日数の削減、入院

患者数を60人程度に削減できた。そ

の結果、７Ａ病棟に他科入院を受け

入れることができ円滑な病床運営に

繋がった。

95%

●病床稼働率の低い病棟の受入れ

対応、看護局による緊急入院調整等

を行い、、平成21年度病床稼働率は

84.4％平均在院日数12.4日であった

が、今年度平均在院日数は11.4日に

減少したにもかかわらず、病床稼働

率平均は85.4％と上昇した。

●病床稼働率の病棟間のばらつき

をある程度均等化することができた。

今後、副科病棟の変更などにより、

さらに病床稼働率均等化による業務

量の均等化をめざす。

●個室整備・増室は引き続き

検討する。

●市内・市外居住地による室

料の料金区分について検討

する。

100%

●平成２４年１月１日から、個室の室

料（室料差額）について、市内・市外

居住地により料金区分を実施した。

・市内居住者は、現行料金に対して

１割減額。

・市外居住者は、現行料金に対して

１割増額。

●室料（室料差額）の収入額

23年度　101,913千円

100%

●個室整備・増室は引き続き検討す

る。

●平成２４年１月１日から、個室の室

料（室料差額）について、市内・市外

居住地により料金区分を実施した。

●室料（室料差額）の収入額（推移）

・21年度 　99,045千円

・22年度 　99,052千円

・23年度 101,913千円

●外来診療費のカード決済

利用について検討する。

100%

●平成２３年１０月３日から、入院及

び救急外来に加えて、一般外来でも

クレジットカード決済を可能にし、利

用促進を図った。

（救急外来使用分）

・22年10月～23年3月　1,203件、

79,743千円

（一般外来及び救急外来使用分）

・23年10月～24年3月  3,418件、

105,457千円

　前年同時期と比べて、利用件数は

2.84倍、利用金額は1.32倍となった。

●23年度の年間利用件数・利用金

額

　4,751件　194,120千円

100%

●平成２３年１０月３日から、入院及

び救急外来に加えて、一般外来でも

クレジットカード決済を可能にし、利

用促進を図った。

●カード利用件数・利用金額（推移）

・21年度 2,059件  174,729千円

・22年度 2,458件　159,787千円

・23年度 4,751件　194,120千円
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

24

④診療報酬の確保

対策

診療報酬の請求漏れ防止、

点検強化及び査定率の減

対策の徹底

●毎月1回保険医療検討委員会

を開催。

●レセプトの返戻状況や減点査定

の内容を報告し、原因や対策を協

議した。

●レセプト点検を委託している業

者に対し、より適正な請求ができ

るようスキルアップを促し、点検の

強化を図った。

●4月から2月までの平均減点査

定率は0.18％であるが、0.2％を越

えている月もある。年間の平均減

点査定率は0.2％未満にすること

ができた。

25

④未収金対策の強

化

カード決済の効果的利用

高額療養費現物給付制度

の活用

電話催告、支払督促等法的

手段の実施

●高額療養費現物給付制度の活

用として、入院患者に制度周知の

パンフレットを配り、入院費の支払

が困難な患者に手続きを指導し

た。

●電話催告、支払督促を実施準

備中

●21年10月から出産育児一時金

等直接支払制度実施。

●未収金額は、21年度末239,264

千円、22年度末241,591千円

（2,327千円増）

●臨宅徴収は、8月に159件、徴収

金額362,260円、10月に158件、徴

収金額193,960円、３月に120件、

徴収金額192,520円、合計437件、

748,740円を訪問時に徴収した。

●支払督促等法的手段について

は、対象者の選定等に関する要

領、差押、強制執行事務処理要

領等の素案の検討を行った。

26

④慣行料金の見直

し

分娩料等の慣行料金の見

直し

●21年10月1日より産婦人科自費

のうち、産婦入院料を1日18,000円

から25,000円に、新生児入院料を

9,000円から12,500円に改正を行っ

た。

●産婦食事代は産婦入院料に含

めたため廃止した。

●22年1月1日より、産婦人科自費

に中期人工妊婦中絶料（12週から

22週未満）金額390,000円を新設

した。

●小児用肺炎球菌ワクチンの新

設、分娩監視料の変更、ＣＤ等に

よるカルテ等の医療情報提供の

新設、保険外併用療養費（初診加

算）の改正、初診加算料（自費に

限る）の新設、トリプルマーカー検

査料の新設、子宮頸がん予防ワ

クチン接種料の新設、アクトヒブワ

クチンの名称変更及び接種料の

変更、小児用肺炎球菌ワクチンの

接種料の変更、リンパ浮腫外来ケ

ア・指導料の新設を行った。

27

④不用資産の売却

医師公舎の一部廃止による

用地売却

●21年12月に、雁宿町、白山町の

土地を売却

●具体的な活用策の立案には

至っていない。

その他
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●引き続き、減点査定率を

0.2％未満とする。

100%

●23年4月から直近の24年2月まで

の平均値は0.17％であり、目標とす

る減点査定率0.2％未満を維持でき

た。

100%

●毎月１回の保険医療検討委員会

（２３年度から部会）を開催し、レセプ

トの返戻状況や減点査定の内容を

報告し、原因や対策を協議した。

●レセプト点検を委託している業者

に対し、より適正な請求ができるよう

スキルアップを促し、点検の強化を

図った。

●点検の強化や減点査定の減対策

により、目標とする減点査定率0.2％

未満を維持できた。

・21年度　0.17％

・22年度　0.18％

・23年度　0.17％（直近の24年2月ま

で）

●資力がありながら支払に応

じない未納者に対して、法的

措置を講じるための要綱等を

制定し、医療費の回収を図

る。

●臨宅徴収の実施。

90%

●8・12・3月に臨宅徴収を実施。

●臨宅徴収は、8月に136件、徴収金

額228,650円、12月に147件、徴収金

額255,990円、24年3月に155件、徴

収金額471,190円を徴収した。

●「半田市立半田病院の医療費滞

納者に対する支払督促及び強制執

行事務処理要綱」を平成23年10月1

日に施行。

　要綱に基づき、支払督促の対象者

を選定し、内容証明郵便で支払催告

を開始する準備を行った。

80%

●未収金額は、21年度末239,264千

円、22年度末241,591千円、23年度

末283,344千円

●高額療養費現物給付制度の活用

として、入院患者に制度周知のパン

フレットを配り、入院費の支払が困難

な患者に手続きを指導した。

●21年10月から出産育児一時金等

直接支払制度が実施され、未収金

の抑制につながった。

●平成２３年１０月３日から、入院及

び救急外来に加えて、一般外来でも

クレジットカード決済を可能にし、利

用促進を図った。

●「半田市立半田病院の医療費滞

納者に対する支払督促及び強制執

行事務処理要綱」を平成23年10月1

日に施行。

　要綱に基づき、支払督促の対象者

を選定し、内容証明郵便で支払催告

を開始する準備を行った。

●適正な慣行料金にするよう

情報収集を行う。

100%

●平成２４年１月１日から、簡易な診

断書、証明書等の文書手数料（１通

1,050円）については、市内・市外居

住地により料金区分を実施した。

・市内居住者は、1通 1,050円。（現行

と同じ）

・市外居住者は、1通 1,580円。

●この改正と併せて、「非紹介患者

初診加算料」（診療報酬外）について

一部変更することを決定した。

　変更点：市外居住者にあっては、

子ども医療費の助成制度の受給者

のうち、小・中学生に対しては、紹介

状を持たない初診の患者から、一律

2,100円を24年1月1日から徴収開始

する（市内居住者は現行どおり免

除）。

100%

●21年度は、産婦入院料、新生児入

院料の改正、中期人工妊婦中絶料

（12週から22週未満）金額390,000円

を新設した。

●22年度は、小児用肺炎球菌ワクチ

ンの新設、分娩監視料の変更、ＣＤ

等によるカルテ等の医療情報提供の

新設、保険外併用療養費（初診加

算）の改正、初診加算料（自費に限

る）の新設、トリプルマーカー検査料

の新設、子宮頸がん予防ワクチン接

種料の新設、アクトヒブワクチンの名

称変更及び接種料の変更、小児用

肺炎球菌ワクチンの接種料の変更、

リンパ浮腫外来ケア・指導料の新設

を行った。

●23年度は、平成２４年１月１日か

ら、簡易な診断書、証明書等の文書

手数料（１通1,050円）については、市

内・市外居住地により料金区分を実

施した。

　この改正と併せて、「非紹介患者初

診加算料」（診療報酬外）について一

部変更した。

●年2回、愛知県公立病院会保険事

務研究会が開催されるため、慣行料

金の情報交換を行い、適正な慣行料

金の見直しを行った。

●未利用土地の有効活用と

ともに看護師確保対策を図

る。

100%

●土地対策会議への附議及び選考

委員会による審査の過程を経て、契

約期間30年間の建物譲渡特約付借

地権契約による看護師用賃貸住宅

建設及び管理運営を行うことにな

り、㈱沢田工務店と契約を行った。

100%

●一部については売却を行い、売却

にいたらなかった土地については看

護師不足対策として、民間資本によ

る看護師用賃貸住宅建設により有

効利用を行った。
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項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

28-1 ④医師・看護師確

保対策

医師業務の負担軽減のた

めの医師事務補助員の配

置

●21年5月1日から3名を医師事務

作業補助員として新たに採用。合

計8名となり、75:1の加算をとって

いる。

●医師の医療事務業務の負担軽

減を図るとともに、医師事務作業

補助体制加算５０：1を実現した。

28-2

看護師の事務負担軽減の

ための看護補助員の採用

●看護助手として、25名を採用し

た。

●看護局全部署を対象に、看護

師の配置状況の中で、必要に応じ

看護助手を配置している。

●看護助手の人数維持に努め、

看護師の負担軽減を継続して図

ることができた。

28-3

研修医の確保のための研

修プログラムの充実、採用

広報活動の充実、就職説明

会等への積極的参加

●研修プログラムは、22年度から

新制度に対応したプログラムを作

成し、救命救急センターを有する

ことから、外科、麻酔科、脳神経

外科、整形外科、小児科、産婦人

科での研修も必須とした。

●広報活動は、学生が情報を得

やすいようホームページ及び臨床

研修関連サイト（P-MET）でPRし

ている。

●病院見学にきた学生に当院の

良さをアピールし、友人などに伝

えてもらうように努めている。

●マッチングで10名確保。また10

名全員医師国家試験合格。

28-4

看護学生への奨学金制度

の充実、就職展への参加、

離職防止研修の開催

●修学資金貸与制度を、半田常

滑看護専門学校以外の看護専門

学校や大学等の生徒も対象とし、

各学校等に制度の案内を行った。

● 看護師専門の就職誌への掲載

と、新卒者対象の就職フォーラム

に出展した。

●「新人看護師臨床研修制度」を

導入し、看護師離職防止に努めて

いる。

●施設外研修として「新人のため

のリフレッシュ研修」と「新人看護

師のリスクマネージメントとメンタ

ルヘルス研修」に参加している。

●修学資金貸与者でH23年度就

職予定者22名のうち20名が就職

(1名は進学．1名は国家試験不合

格)

●看護師修学資金を4年制大学

生に50,000円/月にﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ．

29-1

①病院としての機

能・格の向上

医療機能評価機構による病

院機能評価（バージョン５）

の更新受審

●再審査項目等なく、認定取得で

きた。

●21年6月にＶer5.0認定証の交付

あり。同年8月より5年間有効

●認定期間21年8月23日から26年

8月22日

●病院機能評価Ver.6の自己評価

書を幹部職員に配布し、職場改善

や部下指導等、機能水準の維持

に努めた。

29-2

地域がん診療連携拠点病

院の認定取得

　　　20-3  がん診療拠点病院として、がんに関する医療体制を維持

29-3

敷地内禁煙の実施

●入院患者との軋轢を防ぐため、

勤務時間中に喫煙している姿を見

せないよう職員に通知。

●休憩コーナーで確信的に喫煙

を繰り返す者に対する警告文の作

成。

●敷地内で喫煙をしている者に口

頭による注意・説明。

●敷地内禁煙の必要性が浸透

し、違反して喫煙する者が前年度

と比較し減少した。

30-1

②接遇研修・医療

面接の実施

接遇について、基本的な事

項を全職員を対象に定期的

に実施

●外部講師を招いて、医師を始め

とする全職種を対象に、心理学的

アプローチを取り入れた交流の図

り方を学び、医療スタッフのコミュ

ニケーション能力を強化した。

●心理学的アプローチを取り入れ

た交流の図り方を学び、医療ス

タッフのコミュニケーション能力を

強化した。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●医師事務作業補助体制加

算50対1を維持するとともに、

医師業務の負担をさらに軽減

するため、必要に応じ増員す

る。

100%

●医師事務補助員を順次採用し、平

成24年4月1日には、外来に19名を配

置。同時に、医師事務作業補助体制

加算対象者が22名となることから、

50対１から25対1の加算に変更する

ことが可能となる。

●医師事務補助員全体のレベル

アップを図るため、定期的に意見交

換会を開き、業務内容の見直し等

行っている。

100%

●これまで医師が行ってきた診断書

の作成業務、検査説明等を、今では

医師事務補助員が担っている。外科

を始めとする多くの診療科で、「彼女

らがいないと困る」との声を頂いてい

る。

●当初、外来に配置した医師事務補

助員は4名のみであったが、さらなる

医師の負担軽減を図るため、19名を

外来に配置するまでに増員した。

●臨時職員の直接雇用の継

続実施。

100%

●臨時職員の直接雇用を継続実施

するとともに、欠員補充を適宜行い、

減員することなく23年度当初の人数

を保った。
100%

●看護助手を順次採用し、現在、34

名の看護助手を雇用している。

●看護学生を、主に18時から21時の

忙しい時間帯と休日に療務員として

雇用し、看護師の負担軽減を図っ

た。現在、38名の看護学生を雇用し

ている。

●マッチング11名を目指す。

60%

●二次募集で応募が１名あったもの

の、募集定員１１名に対し、６名とい

う結果になった。

80%

●病院説明会や病院見学の際に、

研修医を中心に当院の魅力をアピー

ルし、２１～２３年度は３年連続で１０

名（定員１０名）の確保ができたが、２

４年度は定員割れとなった。また、見

学者数・受験者数も減少傾向にあ

る。他の医療機関と比べてホーム

ページでの充実度、情報発信力がや

や不足していたと思われるため、

Facebookを立ち上げ、ホームページ

も全面リニューアル中である。

●半田常滑看護専門学校か

らの就職率増加

●修学資金貸与者の増加

●民間主催の就職説明会の

参加

●カムバック研修の開催

●半田常滑看護専門学校以

外からの就職率増加

50%

●H23年度は20名、H24年度は29名

が奨学資金制度を利用して就職を予

定．

●継続して出展することにより、半田

病院の存在を看護学生等に周知す

ることができた反面、採用に直接結

びつく成果として表れてこなかった。

●半田常滑看護専門学校以外から

の新規採用者数は昨年度とほぼ同

程度であった。

20%

●修学金制度の認知度は低いこと

から、知多半島地元出身学生に特

化した取り組みを強化．

●カムバック研修は参加者の40%が

就職につながっている事から今後強

化．

●離職防止対策への取り組みは、

充分ではない．

●就職説明会へ積極的に参加して、

半田病院の存在を看護学生等に周

知することはできた。しかしながら、

採用までに至ったケースは稀で、成

果から見た費用対効果のとしては満

足できるものではなかった。

●機能水準の維持。

90%

●平成26年度の更新に向けスケ

ジュールイメージを作成した。

100%

●平成21年6月にＶer5.0を更新、認

定証の交付を受けた。

（認定期間21年8月23日から26年8月

22日）

維持するに記載

●継続実施

100%

●敷地内で喫煙している者に対し、

口頭による注意・説明。敷地内禁煙

のポスターを継続して掲示し、敷地

内禁煙を完全実施している。

100%

●入院患者との間に軋轢を生じない

よう、敷地外であっても勤務時間中

に喫煙している姿を見せないよう職

員に周知徹底。

また、敷地内で喫煙する患者に対

し、警報による警告及び口頭注意を

続けた結果、敷地内禁煙の完全実

施を達成している。

●継続実施

100%

●平成24年2月14日、入職3年未満

の全職種23名を対象に、「ホスピタリ

ティ・マナー研修（接遇研修）」を、外

部講師を招いて実施。

●4月6日に病院職員による接遇研

修会を実施。

100%

●毎年、外部講師を招いた「接遇研

修」を開催することにより、病院全体

として接遇に対する意識が高まっ

た。

●毎年４月に病院職員による接遇研

修会を実施。新人職員に基本的なマ

ナーを習得させた。
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　　　　具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組みみみみ策策策策のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（２３２３２３２３年度及年度及年度及年度及びびびび３３３３年間年間年間年間のののの取組取組取組取組みみみみ））））

　

項

目

改革プランに掲げた内容

【Ａ】

21年度取組み・成果 22年度取組み・成果

30-2

医師については、患者との

面接に重きを置き、医療面

接を実施

●医師を対象とし、講師が模擬患

者となり、診察する様子をビデオ

撮影。

●撮影したビデオによりコミュニ

ケーション技術を検証するという、

講師とのマンツーマン形式での研

修を実施。受講医師数　10名

●患者への対応について客観的

に分析し、医療提供者側の問題

意識や改善意欲を高めた。

●研修医の臨床研修の一環とし

て位置づけ、1年目研修医が必ず

受講するようルール化した。

31

②広報活動の充実

半田病院の医療活動の広

報

●毎月広報部会を通じて「半田病

院だより」（毎月15日発行）・「半田

病院だより～ダイジェスト版」（市

報に折込）を発行。

●市役所幹部・市議会議員、各医

療機関にも配布し、広域的に周知

した。

●病院ホームページは恒常的に

更新をし、新鮮な情報を提供する

よう努めている。

●地域への病院現状の効果的な

ＰＲを実現した。

32-1

②ＣＳＲ（社会貢献

活動）の実践

いのちの大切さを教える授

業の実施

●いのちの教育…半田市内小学

校10校実施

●ぴよすけ学級救急外来の受診

の仕方

●健康フェア…感染管理認定看

護師による正しい手洗い指導

●歯周病対策ネットワーク会議へ

の参加

●13校で実施．

●計画通りの実施．

32-2

医療に関する一般的な相

談、４疾病５事業にポイント

を置いた相談、講演会、検

診体験等の実施

●がん相談

●乳がん患者会「ひまわり」の活

動支援

●健康フェアでの乳がん無料検診

●市民セミナー開催

●左記の計画実施

33

④近隣市町の応分

負担

救急医療を中心に必要な経

費について、周辺市町に負

担を求めることを検討

●知多地域第二次救急医療病院

群輪番制病院運営事業費は、各

会議などで制度充実を働きかけ

ている。

●自治体間のみでの負担調整は

困難であり、国・県の主導を要望

した。

34

②ボランティアの活

用

市民からボランティアを募

り、活躍できる場の検討

―

●セカンドライフフェスティバルに

おいて、１名の登録があり、定期

的に、患者送迎、病院案内に従事

してもらった。

35

④やすらぎの空間

づくり

いやし・やすらぎの空間づく

りについて

―

●構内花壇は花が絶えることな

く、やすらぎ空間をつくることがで

きた。

36

②患者満足度の向

上

退院患者アンケート・外来患

者アンケートの指標向上に

ついて

―

●22年度アンケートの回収率平均

（4月～2月）は、39.9％であった。
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※斜体は代替方策

23年度目標

【Ｂ】

23年度目標

【Ｂ】

に対する

達成度（％）

23年度の取組み・成果

改革プランに掲

げた内容【Ａ】

に対しての

達成度（％）

３年間の取組み・成果

●継続実施

100%

●平成24年2月16日、主に1年目研

修医を対象とした「若手医師研修」を

外部講師を招いて実施。

●患者との面接に重きを置いた医療

面接とは異なり、今年度は、「職業人

として、また組織人として、医師への

期待と責任、押さえておくべき常識」

に重きを置いた研修内容とした。

100%

●外部講師を招き、医師を対象にし

た研修を毎年開催することにより、患

者に対するだけでなく、チーム医療を

実践するための職員間でのコミュニ

ケーション能力の向上につながっ

た。

●患者さん向けとなる情報に

関して、ポスター等を利用し、

当院のＰＲとなるものの周知

を積極的に行う。

●毎月広報部会を通じて「半

田病院だより」（毎月１５日発

行）・「半田病院だより～ダイ

ジェスト版」（市報に折込）を

発行。

●病院ホームページは恒常

的に更新をし、新鮮な情報の

提供。

●医療講演会を実施。

100%

●病院ホームページ、患者さん向け

となる情報を恒常的に更新・作成し、

デザイン性も向上したことにより効果

的なＰＲを行うことができた。

また、ホームページだけでなく、

fadebookページを作成することで、よ

り多くの方へ情報発信を行っている。

●11月3日に行った医療講演会で

は、約300人の方が来場し、病院活

動等の周知を行うことができた。

100%

●医療活動の広報を様々な媒体、

方法で行うことで、より多くの方に周

知することができた。

●病院だよりに関しては、「地区の回

覧板で回してほしい！」、「今月の病

院だよりはまだありますか？」など、

多くの方に読んでいただいているこ

とを実感することができた。

●13校で実施

100%

●13校実施予定．

50%

●いのちをキーワードにした社会貢

献への取り組みは、充分ではない．

●H22年度の取り組み継続

100%

●予定は全て実施．

50%

●がん診療拠点病院としての取り組

みは、充分ではない．

●負担調整について、国・県

の主導を要望していく

100%

●負担調整について、国・県の主導

を要望した。

50%

●周辺市町の応分負担について進

捗はないが、半田市民への優遇策

として慣行料金等の区別化を実施し

た。

●定期的・継続的にボラン

ティア活動を行なっていただ

ける方の確保
90%

●セカンドライフフェスティバルにて

ボランティア募集を行い1名の登録者

があった。

●募集は行ったが登録者が少な

かったことで90％とした。

80%

●継続して活動を行なっていただい

ている方がいる一方で、諸般の事情

で数回から数か月で活動が終了と

なった方がいた。

●情報発信が十分ではなかった。

●引き続き、構内、院内でい

やし、やすらぎの空間をつく

る。 80%

●正面玄関ホール中庭に職員のボ

ランティアで花台を作成し花を置き、

やすらぐ空間をつくることができた。

他の空間についても検討中。

80%

●アダプトプログラム・フラワーサー

クルなど職員ボランティアによるいや

し・やすらぎ空間づくりが定着した。2

割程度の職員は、不参加。

●回収率45％を目標とする。

●「問い５」の「非常に良い」

「良い」の合計が83％以上を

目標とする。

30%

●回収率については各部署対策を

立て取り組んでいる。また接遇部会

によるラウンドを定期的に行い接遇

教育を行っている。今年度回収率の

平均は37.5％、問い５の「非常によ

い」「よい」の合計は78.7％であった。

30%

●平成22年度アンケート回収率は

39.9％であったが、23年度は37.5％

となり前年度より低下し、目標値へ

は後退してしまった。アンケートの指

標向上について今年度の指標を基

盤に今後の評価をしていきたい。回

収率向上については、各部署の取

組みの見直しを行う。
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（（（（２２２２）　）　）　）　経営経営経営経営のののの効率化効率化効率化効率化

　４.　経営指標

ア　財務内容の改善に係る指標

計画初年度

（実績値）

計画次年度

（実績値）

計画最終年度

（計画値）

　20年度 　21年度 　22年度 　23年度

(1) (%) 100.1 102.5 104.0 103.5

(2) (%) 97.9 99.9 100.8 101.2

(3) (%) 49.6 50.9 52.1 50.4

(4) (%) 9.7 9.1 9.2 9.2

(5)
（千円）

6,382 272,683 425,150 388,545

(6)
（千円）

0 0 0 0

(7) (%) -5.7 -9.0 -11.5 -8.6

(8)
（千円）

558,518 972,745 882,362 836,167

(9)
（千円）

1,031,251 1,058,019 1,094,179 1,113,183

(1)
(千円）

3,199,583 2,825,009 2,486,272 2,830,654

(2) (%) 2.8 -11.7 -12.0 13.9

(3) (%) 105.3 102.0 － －

(4) (%) 30.8 27.2 23.7 25.7

医 師 (人) 20.2 20.8 20.8 20.0

看護部

門

(人) 83.6 89.6 91.1 86.0

全 体 (人) 128.8 136.8 140.8 137.0

(1) （人） 159,810 153,818 157,735 157,380

(2) （人） 262,049 259,986 246,451 244,000

(3) (%) 87.6 84.3 86.6 86.2

(4) (日) 12.4 11.7 12.0 12.0

(5) (円) 45,842 45,317 44,504 48,000

(6) (円) 10,170 11,273 11,700 12,000

(7) (円) 290,966 280,034 260,888 276,000

(1)
(千円）

10,413,119 10,817,434 10,361,866 10,411,261

(2)
(千円）

299,996 432,630 287,173 570,415

(3)
(千円）

2,199,409 2,275,260 2,186,982 1,990,900

(4)
(千円）

1,602,743 1,342,743 987,206 1,044,378

イ　医療機能の確保に係る指標 計画初年度 計画次年度 計画最終年度

項　　　　　　目 　20年度 　21年度 　22年度 　23年度

(1)

(件) 1,745 1,740 1,626 1,650

(件) 545 691 644 580

(件) 127 99 66 160

(件) 145 187 163 200

(件) 26,814 28,772 25,273 29,000

(件) 1,005 970 930 1,500

(件) 441 445 464 480

(件) 21,800 21,101 18,725 20,000

(2) (人) 8 10 10 10

ウ　サービス向上に係る指標 計画初年度 計画次年度 計画最終年度

項　　　　　　目 　20年度 　21年度 　22年度 　23年度

(1) 81.3% 80.8% 78.4% 90.0%

(2) 66.8% 70.5% 70.5% 80.0%

外 来 延 患 者 数

一 般 病 床 利 用 率

平 均 在 院 日 数 （ 一 般 病 床 ）

４疾病５事業に係る取り扱い件数（取り扱い比率）

　災害医療(交通事故）

　周産期医療（分娩件数）

　小児医療（小児救急含む）

　救急医療

経 常 損 益 額

入 院 延 患 者 数

資 金 不 足 額

外来患者一人１日当たり診療収入

医 師 一 人 １ 日 当 た り 診 療 収 入

減 価 償 却 前 収 支 額

退院患者さんアンケート（入院全般）

100 床 当 た り 職 員 給 与 費

(5)

 

ウ

　

収

入

確

保

に

係

る

も

の

入 院 患 者 一 人 １ 日 当 り 診 療 収 入

薬 品 使 用 効 率

材 料 費 対 医 業 収 益 比 率

100 床 当 た り 職 員 数

項　　　　　　目

ア

　

収

支

改

善

に

係

る

も

の

医 薬 材 料 費

医 薬 材 料 費 対 前 年 度 伸 び 率

委 託 費 対 医 業 収 益 比 率

経 　　常　 　収　 　支　 　比　 　率

医 　　業　 　収 　　支　 　比　 　率

職 員 給 与 費 対 医 業 収 益 比 率

資　 　金　 　不　 　足　 　比　 　率

 

イ

　

経

費

削

減

に

係

る

も

の

　がん

　脳卒中

　急性心筋梗塞

　糖尿病

外来患者さんアンケート（医師の説明）

臨 床 研 修 医 の 受 入 人 数

エ

　

経

営

の

安

定

性

に

係

る

も

の

純 資 産 額 （ 資 産 ー 負 債 ）

現 金 保 有 残 高

流 動 資 産

流 動 負 債

46

見込み

23年度 対プラン増減 対プラン増減比 コメント

104.8 1.3 1.2% 経常収益／経常費用×100　：割合が高いほど評価が高い。

102.3 1.1 1.1% 医業収益／医業費用×100：割合が高いほど評価が高い。

50.8 0.4 0.8% 職員給与費／医業収益×100：割合が低いほど評価が高い。

9.4 0.2 2.6% 委託費/医業収益×100：割合が低いほど評価が高い。

522,416 133,871 34.5% 経常収益―経常費用：プラスなら経常黒字

0 0.0 0.0% 流動負債－流動資産：プラスなら不足、マイナスならば０

-16.5 -7.9 92.4% 資金不足額/医業収益：マイナス数値が高いほど評価が高い。

978,490 142,323 17.0% 事業収益-（事業費用-減価償却費）：大きいほど評価が高い。

1,113,143 -40 0.0% 職員給与費／病床数/100：小さいほど評価が高い。

2,542,213 -288,441 -10.2% 薬品+診療費の合計費用：収益との関係があり評価できず。

-0.1 -14 -100.7% 前年度からの延び率：収益との関係があり評価できず。

― ― ― 薬品収入/薬品費×100：割合が高いほど評価が高い。

23.3 -2.4 -9.5% 材料費/医業収益×100：割合が低いほど効率が高い。

21.7 1.7 8.6% 一般的には同じ収益ならば職員数は低いほど良いとされる

92.0 6.0 7.0% が、方針として医師や看護師は増員して７対１看護を目指し

147.5 10.5 7.7% ているので低評価。

160,153 2,773 1.8% 患者数増加となり評価アップ。

242,267 -1,733 -0.7% 　　　　　　　〃

87.7 1.5 1.8% 入院延患者数/年延病床数×100：割合が高いほど評価が高い。　

11.4 -0.6 -5.0% １人の患者が入院に要する平均日数：低いほど評価が高い。

46,427 -1,573 -3.3% 金額が高いほど高度治療を行うとして評価が高い。

11,901 -99 -0.8% 　　　　　　　〃

260,080 -15,920 -5.8% （外来＋入院収益）/年延べ医師数：金額が高いほど評価が高い。

10,429,322 18,061 0.2% 金額が高いほど評価が高い。

933,891 363,476 63.7% 一定のレベルまでは、金額が高いほど評価が高い。

3,055,372 1,064,472 53.5% １年内に現金化が可能とされる資産

1,248,883 204,505 19.6% １年内に支払わねばならない借金

見込み

23年度 対プラン増減 対プラン増減比

1,741 91 5.5%

601 21 3.6%

99 -61 -38.1%

145 -55 -27.5%

25,806 -3,194 -11.0%

965 -535 -35.7%

474 -6 -1.3%

18,599 -1,401 -7.0%

6 -4 -40.0% 平成２３年度はマッチング結果

見込み

23年度 対プラン増減 対プラン増減比

78.9% -11.1% -12.3% 年１２回実施するアンケート結果の平均値

77.9% -2.1% -2.6% 年２回実施するアンケートの平均値

結　　果

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

結　　果

　　　　

―

結　　果

　　　　

　　　　

―

―

―
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　　・収支計画

　　　①　収益的収支 (単位：千円）

　　 年 度 （計画初年度） （計画次年度） （計画最終年度）

20年度 21年度 22年度 23年度 23年度

 区 分 （決算） （実績値） （実績値） （計画値） （決算見込）

１. 10,386,181 10,391,898 10,475,096 11,022,035 10,932,387

(1) 9,991,180 9,901,438 9,903,315 10,481,498 10,318,512

7,326,015 6,970,590 7,019,902 7,553,907 7,435,397

2,665,165 2,930,848 2,883,412 2,927,591 2,883,115

(2) 395,001 490,460 571,781 540,537 613,875

122,853 132,269 132,766 133,010 133,010

122,853 132,269 132,766 133,010 133,010

0 0 0 0 0

２. 694,773 679,949 685,659 570,555 582,592

(1) 527,147 519,044 498,234 466,990 466,990

527,147 517,731 497,234 466,990 466,990

0 1,313 1,000 0 0

(2) 50,000 50,000 70,000 0 0

0 0 0 0 0

50,000 50,000 70,000 0 0

(3) 42,464 24,682 31,732 23,493 34,332

(4) 75,162 86,223 85,693 80,072 81,270

11,080,954 11,071,847 11,160,755 11,592,590 11,514,979

１. 10,609,315 10,401,212 10,395,906 10,895,323 10,687,942

(1) 5,156,253 5,290,094 5,459,952 5,554,784 5,554,583

244,938 245,804 269,208 248,243 250,661

2,171,728 2,249,713 2,250,887 2,317,895 2,229,905

98,484 99,331 105,332 103,869 104,986

278,292 227,208 404,187 257,566 347,159

28,450 0 28,211 0 0

2,706,233 2,813,173 2,804,877 2,979,323 2,977,519

118,004 146,473 135,665 144,374 145,675

(2) 3,199,583 2,825,009 2,486,272 2,830,654 2,542,213

1,261,351 1,219,762 1,308,464 1,406,649 1,283,281

(3) 1,632,181 1,661,825 1,737,275 1,801,591 1,874,764

982,438 944,125 962,714 1,011,957 1,030,057

(4) 560,325 582,518 677,662 674,809 678,053

(5) 60,973 41,766 34,745 33,485 38,329

２. 465,257 397,952 339,702 308,722 304,621

(1) 165,782 149,169 119,330 76,083 73,279

516 36 0 0 0

(2) 299,475 248,783 220,372 232,639 231,342

11,074,572 10,799,164 10,735,608 11,204,045 10,992,563

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) 6,382 272,683 425,147 388,545 522,416

そ の 他

医 業 外 費 用

(C)

そ の 他

う ち 委 託 料

減 価 償 却 費

経 費

そ の 他

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

ａ医 業 収 益

料 金 収 入

収

 

 

 

 

 

 

 

 

入

入 院 収 益

外 来 収 益

う ち 他 会 計 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

一 時 借 入 金 利 息 分

そ の 他

(A)経 常 収 益

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

う ち 事 務 部 門

う ち 事 務 部 門

う ち 薬 品 費

経 常 費 用 (B)

退 職 手 当

基 本 給

ｂ医 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 事 務 部 門

う ち 事 務 部 門

材 料 費

う ち 一 時 借 入 金 利 息

支

　

　

　

　

　

　

出

成　　　果

　　　　料金収入減

　　　　入外単価減

　　　　単価減

支 払 利 息

そ の 他

　　　　患者数・単価減

　　　循環器科減

　　　材料費の減
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　　 年 度 （計画初年度） （計画次年度） （計画最終年度）

20年度 21年度 22年度 23年度 23年度

 区 分 （決算） （実績値） （実績値） （計画値） （決算見込）

１. 0 128,192 0 2 1,614

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

２. 8,189 10,648 220,450 227,189 223,593

特　別　損　益　(D)－(E) -8,189 117,544 -220,450 -227,187 -221,979

-1,807 390,227 204,697 161,358 300,437

2,886,902 2,496,675 2,291,978 2,130,620 1,991,541

2,199,409 2,275,260 2,186,982 1,990,900 3,055,372

1,805,540 1,770,840 1,827,872 1,792,089 2,055,114

1,602,743 1,338,768 987,206 1,044,378 1,248,883

　 0 0 0 0 0

1,597,842 1,338,768 983,359 1,042,274 1,247,631

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(G)

ａ 28 24 22 19 18

(ｵ)

ａ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ａ

ｂ 97.9 99.9 100.8 101.2 102.3

-596,666 -932,517 -1,199,776 -946,522 -1,806,489

(H)

ａ -5.7 -9.0 -11.5 -8.6 -16.5

×100

累 積 欠 損 金 比 率
×100

地方財政法施行令第19条第１項

により算定した資金の不足額

不 良 債 務 比 率

医 業 収 支 比 率

(H)

(D)

流 動 負 債 (ｲ)
不

 

良

 

債

 

務

流 動 資 産

翌 年 度 繰 越 財 源 (ｳ)

(ｴ)

(ｵ)

又 は 未 発 行 の 額

(ｱ)

特 別 損 失 (E)

(F)

累 積 欠 損 金 (G)

特 別 利 益

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

う ち 未 収 金

×100

資 金 不 足 比 率
×100

純 損 益 (C)＋(F)

不 良 債 務 解 消 分

特

 

別

 

損

 

益

う ち 他 会 計 繰 入 金

そ の 他

差引

不 良 債 務

( ｲ )-{( ｱ )-( ｳ )}

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

成　　　果
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　　　②　資本的収支 (単位：千円）

　　 年 度 （計画初年度） （計画次年度） （計画最終年度）

20年度 21年度 22年度 23年度 23年度

 区 分 （決算） （実績値） （実績値） （計画値） （決算見込）

１. 1,239,300 463,300 326,400 552,000 427,900

２. 110,000 210,702 100,000 100,000 100,000

３. 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0

６. 0 0 1,102 0 2,075

７. 0 0 0 1 1,770

８. 0 3,436 1 1 2,102

９. 0 0 720 1 0

1,349,300 677,438 428,223 652,003 533,847

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} 1,349,300 677,438 428,223 652,003 533,847

１. 1,347,403 683,589 298,341 412,018 378,497

0 0 0 0 0

２. 645,513 659,914 1,087,768 763,965 763,964

645,513 659,914 1,087,768 763,965 763,964

0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0

４. 8,800 23,340 30,720 33,990 34,170

2,001,716 1,366,843 1,416,829 1,209,973 1,176,631

差　引　不　足　額　(B)－(A) 652,416 689,405 988,606 557,970 642,784

１. 650,755 688,570 988,224 557,542 642,417

２. 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0

４. 1,661 835 382 428 367

652,416 689,405 988,606 557,970 642,784

補てん財源不足額　(C)－(D) 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0

(E)

(F)

又 は 未 発 行 の 額

(A)

(B)

(C)

建 設 改 良 費

う ち 繰 延 勘 定

支 出 計

うち建設改良のための企業債分

う ち 基 準 外 繰 入 金

他 会 計 出 資 金

収

　

　

　

　

　

　

入

企 業 債

収 入 計

(b)

(a)

(c)

他 会 計 補 助 金

うち災害復旧のための企業債分

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還金

前年度許可債で当年度借入分

国 ( 県 ) 補 助 金

投 資 回 収 金

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

支 出 の 財 源 充 当 額

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

実 質 財 源 不 足 額

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

(D)

他 会 計 借 入 金

企 業 債 償 還 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

支

　

　

出

成　　　果
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